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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月

(1) 連結経営指標等   

売上高 (百万円) 53,921 52,765 53,181 56,249 60,453

経常利益 (百万円) 1,760 1,819 2,531 2,974 3,407

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △125 △609 1,396 1,506 1,879

純資産額 (百万円) 35,395 34,685 36,570 39,471 41,480

総資産額 (百万円) 59,490 60,673 63,462 65,465 64,579

１株当たり純資産額 (円) 1,529.02 1,521.35 1,602.91 1,730.61 1,798.25

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △5.36 △26.64 59.45 63.53 82.94

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.5 57.2 57.6 60.3 62.6

自己資本利益率 (％) △0.4 △1.7 3.9 4.0 4.7

株価収益率 (倍) ― ― 11.2 18.9 11.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,846 △622 2,339 3,557 3,141

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △683 △998 △39 0 558

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,651 1,579 △1,243 △3,311 △2,804

現金及び現金同等物の
期末残高 

(百万円) 10,687 10,463 11,787 12,148 13,053

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
1,021 

(697)

871

(726)

1,040

(890)

1,087 

(1,080)

1,096

(1,218)



  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第59期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

４ 第62期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月

(2) 提出会社の経営指標等   

売上高 (百万円) 51,841 50,746 51,237 53,349 57,222

経常利益 (百万円) 528 826 1,435 1,798 1,961

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △639 △999 718 1,139 1,409

資本金 (百万円) 4,022 4,022 4,022 4,022 4,022

発行済株式総数 (千株) 24,200 24,200 24,200 24,200 24,200

純資産額 (百万円) 33,984 33,160 34,077 36,423 36,895

総資産額 (百万円) 55,714 57,646 58,651 59,894 59,008

１株当たり純資産額 (円) 1,468.06 1,454.49 1,493.96 1,597.55 1,635.35

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
9.00 

(4.50)

9.00

(4.50)

9.50

(4.50)

12.00 

(5.00)

15.00

(6.00)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △27.31 △43.69 30.11 48.19 62.17

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.0 57.5 58.1 60.8 62.5

自己資本利益率 (％) △1.9 △3.0 2.1 3.2 3.8

株価収益率 (倍) ― ― 22.19 24.90 15.14

配当性向 (％) ― ― 31.55 24.89 24.13

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
855 

(172)

597

(87)

565

(45)

562 

(41)

551

(43)



２ 【沿革】 

  

  

年月 概要

昭和23年12月 株式会社協和製作所を設立。 

昭和28年６月 協和魔法瓶工業株式会社に商号変更。 

昭和36年12月 象印マホービン株式会社に商号変更。 

昭和42年１月 大阪府大東市に製造会社和研プラスチックス株式会社〔現象印ファクトリー・ジャパ

ン株式会社〕を設立(現連結子会社)。 

昭和45年５月 電子ジャーを開発・販売し家庭用電気製品部門に進出。 

昭和56年７月 ステンレス製マホービンを開発し販売を開始。 

昭和61年８月 タイに製造会社UNION ZOJIRUSHI CO.,LTD.を設立(現持分法適用の関連会社)。 

昭和61年９月 大阪証券取引所市場第二部に上場。 

昭和62年１月 アメリカに販売会社ZOJIRUSHI AMERICA CORPORATIONを設立(現連結子会社)。 

平成７年３月 香港に製造会社新象製造廠有限公司を設立(現連結子会社)。 

平成７年８月 香港に販売会社香港象印有限公司を設立(現連結子会社)。 

平成14年４月 台湾に販売会社TAI ZO CORPORATIONを設立(現連結子会社)。 

平成15年３月 中国に販売会社上海象印家用電器有限公司を設立(現連結子会社)。 

平成15年５月 象印ファクトリー・ジャパン株式会社に生産移管。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社13社及び関連会社３社により構成され、その事業は調理製品・保存製品・快適環境

製品・その他製品の製造、販売ならびにこれに関連する事業等を行っており、各会社の位置づけは次のとおりであり

ます。 

製造部門 

(調理製品)  国内においては、象印ファクトリー・ジャパン株式会社、海外においては、新象製造廠有限公司

があります。 

(保存製品)  国内においては、象印ファクトリー・ジャパン株式会社、和新ガラス株式会社、海外において

は、UNION ZOJIRUSHI CO., LTD.があります。 

(快適環境製品)象印ファクトリー・ジャパン株式会社があります。 

(その他製品) 象印ファクトリー・ジャパン株式会社があります。 

販売部門 

国内においては、当社及び象印フレスコ株式会社、沖縄象印販売株式会社、象印特販株式会社、海外において

は、ZOJIRUSHI AMERICA CORPORATION、香港象印有限公司、上海象印家用電器有限公司、TAI ZO CORPORATION、そし

て関連会社であるN&I ASIA PTE LTDがあります。 

物流部門 

象印ユーサービス株式会社、東配サービス株式会社、そして関連会社である旭菱倉庫株式会社があります。 

その他 

ゼットオーサービス株式会社があります。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
  

(注) ※は持分法適用会社であります。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しております。 

２ ※１：特定子会社であります。 

３ 議決権の所有割合欄の(内書)は間接所有割合であります。 

４ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

５ 連結財務諸表の売上高に占めるそれぞれの連結子会社の売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の割合が、100分

の10を超えていないため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

ZOJIRUSHI AMERICA  
CORPORATION 

米国カリフォルニア州 
ガーデナ市 

千US$

3,000

調 理製品・保
存製品・快適
環境製品・そ
の他製品 

100.0 当社製品の販売 

象印フレスコ㈱ 大阪市中央区 10

調理製品・保
存製品・快適
環境製品・そ
の他製品 

100.0

当社製品の販売 
当社所有の土地・建物の賃
貸 
役員の兼任３名 

沖縄象印販売㈱ 沖縄県那覇市 10

調理製品・保
存製品・快適
環境製品・そ
の他製品 

100.0
当社製品の販売 
役員の兼任１名 

象印特販㈱ 東京都港区 10

調理製品・保
存製品・快適
環境製品・そ
の他製品 

100.0
当社製品の販売 
資金の貸付け 
役員の兼任１名 

新象製造廠有限公司※１ 中国香港
千HK$

15,000 調理製品 51.0
当社製品及び製品用部品の
製造 
役員の兼任２名 

和新ガラス㈱ 大阪市西淀川区 20 保存製品 100.0

当社製品及び製品用部品の
製造 
債務保証 
役員の兼任３名 

香港象印有限公司 中国香港
千HK$

7,000

調 理製品・保
存製品・快適
環境製品・そ
の他製品 

100.0
(25.0)

当社製品の販売 

象印ファクトリー・ジャパン㈱ 
※１ 大阪府大東市 80

調理製品・保
存製品・快適
環境製品・そ
の他製品 

100.0

当社製品及び製品用部品の
製造 
当社所有の土地・建物他の
賃貸 
役員の兼任５名 

ゼットオーサービス㈱ 大阪市北区 53 役務の提供 100.0
役務の提供 
資金の貸付け 
役員の兼任３名 

TAI ZO CORPORATION 台湾 
台北市 

千NT$

100,000

調 理製品・保
存製品・快適
環境製品・そ
の他製品 

70.0
当社製品の販売 
債務保証 
役員の兼任２名 

上海象印家用電器有限公司 中国 
上海市 

千RMB
4,136 

調理製品・保
存製品・快適
環境製品・そ
の他製品 

100.0
(100.0)

当社製品の販売 

象印ユーサービス㈱ 大阪府東大阪市 10
製品の配送
製品の修理・ 
リサイクル 

100.0

当社製品の配送 
当社製品の修理及びリサイ
クル 
当社所有の土地・建物の賃
貸 
役員の兼任２名 

東配サービス㈱ 埼玉県越谷市 67 製品の配送 100.0
当社製品の配送 
資金の貸付け 
役員の兼任２名 

(持分法適用関連会社)   

UNION ZOJIRUSHI CO., LTD. タイ国 
バンコク市 

千BHT

140,000
保存製品の製
造 49.0

当社製品の製造 
役員の兼任２名 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年11月20日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員で

あります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 従業員数については、特定の部門に区分できないため、合計人数のみ記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年11月20日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社１社には、象印マホービン労働組合等が組織されており、全国繊維化学食品流通サービス一

般労働組合同盟に所属し、組合員数は493名(平成18年11月20日現在)であります。 

なお、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  従業員数(名)

合計 
1,096 
(1,218) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

551 
(43) 

43.8 17.1 7,601



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした民間設備投資の増加に加え、個人消費も増

加の傾向にあるなど、景気は緩やかな回復基調となりましたが、長期化する原油価格の高騰、鋼材や樹脂など原材

料の値上がりによる影響が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。 

当社グループの関連市場におきましては、市場の成熟化による需要の低迷や、企業間競争の激化に伴う低価格化

に加え、高額商品の需要増加による影響から価格面での二極化が進み、販売競争が一段と激しさを増すなど、引き

続き厳しい環境下で推移いたしました。 

このような経営環境の中、当社グループは経営２ヵ年計画『象印イノベーションプラン パート２(ＺＩＰ Ⅱ)』

の最終年度にあたる当連結会計年度におきましても、さらなる企業体質強化、収益力強化を目指し、さまざまな取

り組みを推進いたしました。まず、アフターサービスの一層の充実を図ることを目的として「象印パーツセンタ

ー」を新設するとともに、「香港象印有限公司」への人員増強を行うなど、象印グループの組織力向上と連携強化

に努めました。また、「アクセルプロジェクト」に基づく、海外マーケティング情報のフィードバックによる各地

域のニーズに応じた商品開発、販売戦略の推進により、海外売上の拡大を図りました。さらに、マイボトルを携帯

することにより、環境への貢献と健康的なライフスタイルを提案する「マイボトル」キャンペーンを展開するとと

もに、様々なコラボレーション企画の実施により、幅広い年齢層におけるブランドイメージの向上を図るなど積極

的なＰＲ及び販売促進活動を行いました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は604億53百万円と前連結会計年度比107.5％となりました。利益につきまし

ては、経常利益は34億７百万円と前連結会計年度比114.5％となり、当期純利益は18億79百万円と前連結会計年度比

124.8％となりました。 

部門別の業績は次のとおりであります。 

① 調理部門 

炊飯ジャーでは、圧力ＩＨ炊飯ジャーの販売が前年に引き続き好調に推移し、発売開始以来の累計出荷台数が

200万台を突破いたしました。また、３合炊きの炊飯ジャーがＩＨタイプ、マイコンタイプ共に売上を伸ばしまし

た。電気ポットは市場全体の需要低迷もあり、前年実績を下回るなど低調に推移いたしました。電気調理器具で

は、グリルなべ、オーブントースター、ミキサーなどが売上を伸ばしました。また、食器洗い乾燥機も新製品が

市場で高い評価を受け好調に推移し、売上に寄与いたしました。海外におきましては、台湾市場において炊飯ジ

ャー及び電気ポットの売上が増加し、北米市場においても販売チャネルの拡大により、炊飯ジャーの販売が好調

に推移したほか、電気ポット、ホームベーカリーも売上が増加いたしました。その結果、調理部門全体といたし

ましては、売上高は466億64百万円と前連結会計年度比108.4％となりました。 



② 保存部門 

マホービンでは、保冷専用のステンレスクールボトルや新規商品のステンレスハンドポット、保温弁当箱など

は概ね好調に推移したものの、ステンレスボトルやランチジャー、ガラスマホービンは、販売競争激化などによ

り苦戦を強いられました。しかしながら、海外におきましては、アジアにおいてステンレスマホービンが好調に

推移し、北米市場においてもＯＣＳ(オフィスコーヒーサービス)関連のドリンクディスペンサーの販売が拡大い

たしました。さらに、ガラスマホービンの販売もサウジアラビア、アラブ首長国連邦を主力市場とする中近東に

おいて前年実績を大幅に上回りました。その結果、売上高は84億20百万円と前連結会計年度比103.6％となりまし

た。 

③ 快適環境部門 

除湿乾燥機は季節要因による需要の増加や新製品の投入効果により、好調に推移いたしました。空気清浄機

は、昨年に比べ花粉の飛散量が少なく、市場全体では需要の低下が見られた中で、キューブ型のコンパクトタイ

プの追加などラインアップ強化を行い、前年実績を上回りました。また、加湿器も新製品の投入により、売上を

伸ばしました。その結果、売上高は42億26百万円と前連結会計年度比108.0％となりました。 

④ その他部門 

産業機器製品は全般的に低調に推移したものの、みまもりほっとラインサービスの契約者数の増加などもあ

り、売上高は11億42百万円と前連結会計年度比100.0％となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

市場の成熟化による需要の低迷や企業間競争の激化による価格競争が一段と激しさを増すなどいたしました

が、圧力ＩＨ炊飯ジャーや小容量炊飯ジャーが好調に推移したことなどにより、売上高は522億１百万円と前連結

会計年度に比べ6.1％増加いたしました。営業利益につきましては、為替レートが円安で推移したことと原材料価

格の高騰により、15億78百万円と前連結会計年度に比べ21.9％減少いたしました。 

② アジア 

ＩＨ炊飯ジャー、電気ポット、ステンレスマホービンの販売が好調に推移したことにより、売上高は49億77百

万円と前連結会計年度に比べ15.5％増加し、営業利益は10億40百万円と前連結会計年度に比べ12.0％増加いたし

ました。 

③ 北米 

炊飯ジャー、電気ポット及びドリンクディスペンサーの販売が好調に推移したこと、またホームベーカリーの

販売も堅調であったことにより、売上高は32億75百万円と前連結会計年度に比べ19.4％増加し、営業利益は１億

96百万円と前連結会計年度に比べ66.1％増加いたしました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は130億53百万円と前連結会計年度末に比

べ９億５百万円増加いたしました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は31億41百万円と前連結会計年度に比べ４億16百万円減少いたしました。これは

主に前連結会計年度に比べ税金等調整前当期純利益が６億90百万円増加したものの、法人税等の支払額が12億34

百万円増加したこと等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果得られた資金は５億58百万円と前連結会計年度に比べ５億57百万円増加いたしました。これは

主に前連結会計年度に比べ定期預金の払い戻しによる収入が10億89百万円減少したものの、有価証券の売却・償

還による収入が８億円増加したこと及び投資有価証券の取得による支出が６億87百万円減少したこと等によるも

のであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は28億４百万円と前連結会計年度に比べ５億６百万円減少いたしました。これは

主に前連結会計年度に比べ短期借入金の純増減額が20億71百万円増加したものの、社債の償還による支出が10億

円増加したこと及び自己株式の取得による支出が４億54百万円増加したこと等によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は製造原価により表示しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、原則として見込生産であります。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

調理製品 31,998 ＋7.5

保存製品 6,392 ＋15.7

快適環境製品 2,933 ＋13.0

その他製品 651 △1.2

合計 41,976 ＋8.9

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

調理製品 46,664 ＋8.4

保存製品 8,420 ＋3.6

快適環境製品 4,226 ＋8.0

その他製品 1,142 ＋0.0

合計 60,453 ＋7.5

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱ヤマダ電機 5,838 10.4 7,137 11.8



３ 【対処すべき課題】 

今後におきましては、景気は回復傾向にあるものの、原油価格や鋼材をはじめとする原材料価格の高騰などの懸念

材料もあることから、今後も予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

このような情勢の中で、当社グループは新たに経営５ヵ年計画の『Zojirushi Progress Plan』を策定し、象印ブラ

ンドをより広く国内外に進展させ、当社の存在意義と企業価値を高めるとともに、社員一人ひとりが新しい企業文化

を構築することに取り組んでまいります。まず、「お客様」「マーケット」のニーズに迅速に対応できる柔軟な組織

体制を構築し、商品アイテム数の増加に対応すべく開発体制の刷新、生産体制の拡充と再編を行うと同時に商品のタ

イムリーな供給体制を構築してまいります。また、お客様の視点に立ち、品質管理の強化やアフターサービスの充実

などを行うとともに、リスク管理及びコンプライアンスを徹底した経営を行ってまいります。さらに、「真空断熱技

術」を用いた産業用分野への進展、多面的な能力の開発を目的とした人材開発プランの策定及び運用、海外市場にお

ける各地域のニーズに応じた営業体制の構築などの企業努力をグループ一丸となって推進し、業績の向上に努力を重

ねてまいる所存でございます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす事

項は、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1) 為替変動による影響について 

当社グループにおける海外事業の現地通貨建ての資産等は、換算時の為替レートにより円換算後の価額が影響を

受ける可能性があります。また、海外から輸入する商品や部材の決済は日本円以外の通貨で決済しております。そ

のリスク軽減のために輸出により受け取る米ドルを支払いに充てており、また不足分の一部を為替予約によりリス

クヘッジしておりますが、予測を超えた円安が進行した場合などは、当社グループの業績及び財務状況に影響を与

える可能性があります。 

(2) 新製品開発について 

当社グループは、市場ニーズに応じた高付加価値商品や価格競争力のある商品の開発を目指しております。しか

しながら、市場から支持を獲得できる新製品または新技術を正確に予想できるとは限らず、またこれら製品の販売

が成功しない場合には、将来の成長と収益性を低下させ、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性

があります。 

(3) 製造物責任について 

当社グループは、高品質の製品の提供をめざし、厳密な品質管理基準にしたがって各種の製品を製造しておりま

すが、万一、製品の欠陥等が発生した場合のメーカー責任を果たすために、製造物責任賠償に備え保険に加入して

おります。しかし、大規模な製品の欠陥やリコールの発生は、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可

能性があります。 



(4) 原材料価格の変動について 

当社グループの製品の主要原材料であるステンレス、樹脂、銅等の価格は、国際市況に大きく影響されておりま

す。原油価格の上昇等による原材料価格の上昇は、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があり

ます。 

(5) 退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運

用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合

は、当社グループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等は以下のとおりであります。 

  

当社と子会社である東配サービス株式会社は、グループ全体の連携を深め、当社グループを取り巻く経営環境の変

化に迅速に対応できる体制を整備し、より一層の企業体質強化を図るとともに企業価値の向上を目指すことを目的と

して、平成18年９月13日に株式交換契約を締結いたしました。なお、会社法第796条第３項の定めに基づく簡易株式交

換のため、当社は株主総会における株式交換契約書の承認決議は受けておりません。同契約に基づき、平成18年10月

20日に株式交換が実施されております。 

株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

(1) 株式交換の内容 

当社を完全親会社とし、東配サービス株式会社を完全子会社といたします。 

(2) 株式交換の日 

平成18年10月20日 

(3) 株式交換比率 

東配サービス株式会社の普通株式(ただし、当社保有分を除く)１株に対して当社の普通株式６株を割当交付いた

します。 

ただし、当社が保有する東配サービス株式会社の普通株式31,200株については、割当交付いたしません。 

(4) 交換に際して割当交付する株式 

普通株式217,800株 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、調理製品・保存製品・快適環境製品・その他製品の分野において、保温・保冷・加熱・断熱な

ど、独自の技術を駆使し、性能・使用性の向上を目指した高付加価値商品や、市場ニーズに応じた価格競争力のある

商品を開発するべく、研究開発活動を展開しております。 

研究開発体制は、当社の商品開発部が中心となり、各子会社及び関連会社と密接な連携・協力関係を保ち、効果的

かつ迅速な活動を推進しております。 

当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は２億99百万円であります。 

部門別の研究開発活動は次のとおりであります。 

調理製品の分野では、食器かごのスペースに置けて、６人分の食器45点がスッキリ収納でき、「５方向ジェットノ

ズル」でガンコな汚れもしっかり落とす食器洗い乾燥機『「ミニでか」食洗機』を開発いたしました。研究開発費の

金額は２億17百万円であります。 

保存製品の分野では、食べ終わったら２つのおかず容器をごはん容器に収納することにより、持ち帰り時には半分

の大きさになる保温弁当箱を開発いたしました。研究開発費の金額は21百万円であります。 

快適環境製品の分野では、部屋の除湿や衣類の乾燥はもちろん、ブーツや布団の乾燥にまで対応できる便利なアタ

ッチメントが付いた、多機能タイプの除湿乾燥機『水とり名人』を開発いたしました。また、部屋の明るさを感知し

て運転する「光センサー」を搭載し、寝室や子供部屋に最適なキューブ型のコンパクトな空気清浄機を開発いたしま

した。研究開発費の金額は59百万円であります。 

その他製品の分野では、産業機器製品を中心に開発いたしました。研究開発費の金額は０百万円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(財政状態) 

当連結会計年度の財政状態は、前連結会計年度末と比較して総資産が８億86百万円、負債が17億44百万円減少し、

純資産(繰延ヘッジ損益及び少数株主持分を除く)が７億58百万円増加いたしました。その結果、自己資本比率は2.3ポ

イント増加し62.6％となりました。 

総資産の減少の主なものは、現金及び預金の増加21億５百万円、受取手形及び売掛金の減少６億63百万円、有価証

券の減少22億99百万円等による流動資産の減少８億31百万円及び投資有価証券の減少７億23百万円、長期繰延税金資

産の増加５億51百万円等による固定資産の減少54百万円が主なものであります。負債の部では短期借入金の増加12億

76百万円、一年以内償還予定社債の減少30億円、未払法人税等の減少５億32百万円等による流動負債の減少26億77百

万円及び長期借入金の増加１億90百万円、退職給付引当金の増加４億98百万円、役員退職慰労引当金の増加２億５百

万円等の固定負債の増加９億33百万円が主なものであります。 

  



(経営成績) 

売上高は圧力ＩＨ炊飯ジャー、小容量炊飯ジャーの販売が好調に推移したことなどにより、前連結会計年度に比べ

42億４百万円(7.5％)増加し604億53百万円となりました。 

売上原価は主力製品の好調な販売に伴う子会社の増産及び原材料価格の高騰などにより、前連結会計年度に比べ36

億４百万円(9.5％)増加し414億84百万円となりました。 

販売費及び一般管理費は運賃及び販売促進費が増加したことなどにより、前連結会計年度に比べ６億49百万円

(4.2％)増加し161億99百万円となりました。 

営業外収益は受取利息及び為替差益が増加したことなどにより、前連結会計年度に比べ１億91百万円(17.7％)増加

し12億71百万円となりました。 

営業外費用は支払利息が減少したことなどにより、前連結会計年度に比べ２億90百万円(31.4％)減少し６億34百万

円となりました。 

特別利益は投資有価証券売却益は減少したものの、固定資産売却益が増加したことなどにより、前連結会計年度に

比べ２億11百万円(67.8％)増加し５億24百万円となりました。 

特別損失は役員退職慰労金は減少したものの、減損損失及び役員退職慰労引当金繰入額が増加したことなどによ

り、前連結会計年度に比べ46百万円(13.1％)減少し３億８百万円となりました。 

以上の結果、当期純利益は18億79百万円と前連結会計年度に比べ３億73百万円(24.8％)増加いたしました。 

  

なお、部門別や所在地別セグメントの売上高及び営業利益の概況・分析などについては、「第２ 事業の状況」の

「１ 業績等の概要」に記載しております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において、生産設備の合理化を中心にして総額９億98百万円の設備投資を実施いたしました。 

設備投資の主要なものとして、調理・保存・快適環境・その他の事業部門では提出会社において「象印パーツセン

ター」の建設(３億55百万円)を行いました。 

なお、重要な設備の除却、売却はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

  

(2) 国内子会社 

  

  

事業所名 所在地 事業部門 設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

工具器具
及び備品 合計 

本社 
・大阪支店 大阪市北区 

調理・保存 
・快適環境 
・その他 

本社業務設
備・販売設
備 

561 ―
3,756
(1,453)

160 4,478 150
〈8〉

東京支店 東京都港区 
調理・保存 
・快適環境 
・その他 

販売設備 329 ―
187
(567)

4 521 58
〈12〉

大阪工場 大阪府 
大東市 

調理・保存 
・快適環境 
・その他 

研究開発設
備 399 34

318
(15,100)

156 909 191
〈12〉

支店・ 
営業所等 
(13ヶ所) 

札幌市 
豊平区他 

調理・保存 
・快適環境 
・その他 

販売設備 721 ―
1,640
(10,273)

8 2,370 152
〈11〉

会社名 事業所名 所在地 事業部門 設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

工具器具
及び備品 合計 

和新 
ガラス㈱ 

本社・ 
工場 

大阪市 
西淀川区 保存

本社業務
設 備・生
産設備 

73 29
477

(2,609)
0 580 23

〈―〉

象印ファク 
トリー・ 
ジャパン㈱ 

本社・ 
工場 

大阪府 
大東市 

調 理・保
存・快 適
環 境・そ
の他 

本社業務
設 備・生
産設備 

893
[783]

398
[173]

476
[476]

(16,888)

69 
[38]

1,837 
[1,471]

129
〈43〉

滋賀工場 
滋賀県 
近江 
八幡市 

調 理・保
存 生産設備 183

[169]
58
[24]

128
[128]

(14,422)

6 
[2]

377 
[325]

15
〈11〉

東配 
サービス㈱ 

本社・ 
倉庫 

埼玉県 
越谷市 

調 理・保
存・快 適
環 境・そ
の他 

本社業務
設 備・倉
庫設備 

353 1
473

(6,854)
0 828 29

〈8〉



(3) 在外子会社 

  

(注) １ 帳簿価額には建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 国内子会社の[内書]は、提出会社からの借用中のものであります。 

５ 従業員数の〈外書〉は、臨時従業員数であります。 

６ 上記の他、リース及びレンタル契約による当社グループ以外からの主要な賃借設備は以下のとおりであります。 

  

(1) 提出会社 

  

  

(2) 国内子会社 

  

  

(3) 在外子会社 

  

  
  

会社名 事業所名 所在地 事業部門 設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

工具器具
及び備品 合計 

新象製造廠 
有限公司 

本社 中国香港 調理
本社業務 
設備 0 0

―
(199)

0 1 13

中国工場 中国 
深圳市 調理 生産設備 10 197

―
(27,848)

4 211 76
〈1,066〉

事業所名 所在地 事業部門 設備の内容
リース又は
レンタル期間 

年間リース料 
又は賃借料 
(百万円) 

本社 大阪市北区 本社業務設備
汎用コンピュ
ーター 

60ヶ月 51

会社名 事業所名 所在地 事業部門 設備の内容
リース又は 
レンタル期間 

年間リース料
又は賃借料 
(百万円) 

象印ファク 
トリー・ 
ジャパン㈱ 

本社・工場 
大阪府 
大東市 

調理・保存・
快適環境・そ
の他 

金型 36ヶ月 218

生産設備 60ヶ月 2

滋賀工場
滋賀県 
近江八幡市 

調理・保存 金型 36ヶ月 10

会社名 事業所名 所在地 事業部門 設備の内容
リース又は 
レンタル期間 

年間リース料
又は賃借料 
(百万円) 

ZOJIRUSHI 
AMERICA  
CORPORATION 

本社 
米国カリフ
ォルニア州
コマース市 

調理・保存・
快適環境・そ
の他 

本社業務設
備 

120ヶ月 25

新象製造廠有
限公司 

中国工場 中国深圳市 調理
金型 36ヶ月 95

生産設備 ― 38



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門 
設備の 
内容 

投資予定額(百万円)
資金調達
方法 

着手年月
完成予定 
年月 

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社 
支店・営業
所(福岡市
博多区他) 

調理・保存・
快適環境・そ
の他 

建物の改
修 

182 ― 自己資金
平成18年
12月 

平成19年 
８月 

― 

象印ファ
ク ト リ
ー・ジャ
パン㈱ 

本社・工場 
(大阪府大
東市) 

調理 
炊飯ジャ
ー生産設
備 

80 ― 自己資金
平成19年
５月 

平成19年 
９月 

生産能力
の増加は
軽微 

合計 262 ― ― ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 平成４年１月９日に、平成３年11月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、所有株式数を１株につ

き1.1株の割合をもって分割いたしました。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年11月20日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年２月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 24,200,000 24,200,000
大阪証券取引所
市場第二部 

― 

計 24,200,000 24,200,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成４年１月９日 2,200,000 24,200,000 ― 4,022 ― 4,069



(4) 【所有者別状況】 

平成18年11月20日現在 

(注) 自己株式1,638,741株は、「個人その他」に1,638単元、「単元未満株式の状況」に741株含めて記載しております。なお、自

己株式1,638,741株は株主名簿上の株式数であり、実質保有株式数も同一であります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年11月20日現在 

(注) １ 上記の他、自己株式1,638千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.77％)を保有しております。なお、当該株式

は、会社法第308条第２項の規定により議決権を有しておりません。 

２ 象印共栄持株会は取引先持株会であり、上記の所有株式数には会社法施行規則第67条の規定により議決権を有していない

会員の持分46千株が含まれております。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数(人) ― 16 10 106 22 ― 1,067 1,221 ―

所有株式数 
(単元) 

― 2,754 142 6,878 2,338 ― 11,901 24,013 187,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 11.5 0.6 28.6 9.7 ― 49.6 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

市 川 典 男 兵庫県芦屋市 2,251 9.30

協和興産株式会社 
大阪市中央区谷町６丁目４番
８―306―２ 

1,348 5.57

和幸株式会社 
大阪市中央区谷町６丁目４番
８―306―２ 

1,322 5.46

市 川 敏 子 兵庫県芦屋市 1,139 4.70

宝英商事有限会社 兵庫県宝塚市南口１丁目４番26号 990 4.09

市 川 博 邦 兵庫県芦屋市 839 3.47

象印共栄持株会 大阪市北区天満１丁目20番５号 679 2.80

市 川 尚 孝 兵庫県川西市 662 2.73

財団法人市川国際奨学財団 大阪市北区天満１丁目20番５号 550 2.27

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行カストディ業務部) 

Peterborough Court, 133 Fleet
Street, London EC4A 2BB UK 
  
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号) 
  

538 2.22

計 ― 10,320 42.64



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年11月20日現在 

(注) 単元未満株式のうち自己株式等に該当する株式数は次のとおりであります。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年11月20日現在 

(注) 「他人名義所有株式数」欄に記載しております旭菱倉庫株式会社の株式の名義人は、「象印共栄持株会」(大阪市北区天満１

丁目20番５号)であり、同会名義の株式のうち、同社の持分残高(46,381株)の単元部分を記載しております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

1,638,000 
― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 143,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

22,232,000 
22,232 ― 

単元未満株式 普通株式 187,000 ― ― 

発行済株式総数 24,200,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,232 ― 

自己株式 741株

象印ファクトリー・ジャパン株式会社 200株

旭菱倉庫株式会社 381株

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   

象印マホービン株式会社 
大阪市北区天満１丁目20番
５号 

1,638,000 ― 1,638,000 6.76

(相互保有株式)   

象印ファクトリー・ 
ジャパン株式会社 

大阪府大東市中垣内１丁目
２番１号 

97,000 ― 97,000 0.40

旭菱倉庫株式会社 
大阪府大東市御領２丁目４
番１号 

― 46,000 46,000 0.19

計 ― 1,735,000 46,000 1,781,000 7.35



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年１月21日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請求による株式

数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) １ 当期間における「その他」には、平成19年１月21日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増請求による株式

数は含めておりません。 

２ 当期間における保有自己株式には、平成19年１月21日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請求及び買増

請求による株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得及び旧商法第221条第６項による

普通株式の取得並びに会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年８月10日)での決議状況 
(取得期間 平成18年８月11日～平成18年８月11
日) 

500,000 600,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 422,000 458,714,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 78,000 141,286,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 15.6 23.5 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 15.6 23.5 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 8,800 10,219,490 

当期間における取得自己株式 220 230,480 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

217,800 265,975,182 ― ― 

その他(単元未満株式の買増請求) 690 731,100 ― ― 

保有自己株式数 1,638,741 ― 1,638,961 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を重要政策の一つであると考えており、企業基盤の強化ならびに将来の事業展開の

ための内部留保や収益見通しなどを総合的に勘案しながら、可能な限り安定的な成果の配分を行うことを配当政策の

基本方針としております。 

当期の期末配当につきましては、基本方針に基づき１株につき９円といたしました。 

既に中間配当として１株につき６円を実施いたしておりますので、年間の配当金は１株につき15円になります。こ

の結果、当期の配当性向は24.13％となりました。 

また、内部留保金は、経営体質の一層の充実、ならびに将来の事業展開に役立てる所存であります。 

なお当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成18年７月７日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、前月21日より当月20日によっております。 

２ 最高・最低株価は、大阪証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

  

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 

最高(円) 515 530 700 1,274 1,419

最低(円) 320 261 465 580 935

月別 平成18年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高(円) 1,220 1,180 1,100 1,120 1,000 1,000

最低(円) 1,060 1,000 985 980 960 935



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 ― 市 川 典 男 昭和33年５月10日生

昭和56年４月 当社入社 

2,251

平成９年２月 当社商品第一開発部長 

平成10年２月 当社取締役 

平成13年２月 当社代表取締役社長(現在に至る) 

平成17年２月 新象製造廠有限公司董事長(現在

に至る) 

平成18年４月 TAI ZO CORPORATION董事長(現在

に至る) 

常務取締役 生産開発 
統括部長 橋 爪 幹 男 昭和22年２月22日生

昭和45年３月 当社入社 

9

平成10年11月 当社システム室長 

平成11年２月 当社取締役 

平成14年11月 当社生産開発統括部長(現在に至

る) 

平成17年２月 当社常務取締役(現在に至る) 

常務取締役 営業部長 村 本 俊 夫 昭和22年４月16日生

昭和45年３月 当社入社 

14

平成10年11月 当社東京支社長 

平成11年２月 当社取締役 

平成14年11月 当社営業部長(現在に至る) 

平成17年２月 当社常務取締役(現在に至る) 

常務取締役 経営管理担当 
管理部長 石 田 信 行 昭和22年１月２日生

昭和46年３月 当社入社 

17

平成４年11月 当社総務部長 

平成12年２月 当社取締役 

平成15年１月 象印配送サービス株式会社〔現象

印ユーサービス株式会社〕代表取

締役社長(現在に至る) 

平成15年11月 当社管理部長(現在に至る) 

平成17年１月 ゼットオーサービス株式会社代表

取締役社長(現在に至る) 

平成19年２月 当社常務取締役(現在に至る) 

平成19年２月 当社経営管理担当(現在に至る) 

取締役 営業企画部長 松 本 幸 夫 昭和23年１月19日生

昭和45年３月 当社入社 

15
平成10年11月 当社大阪支社長 

平成12年２月 当社取締役(現在に至る) 

平成15年11月 当社営業企画部長(現在に至る) 

取締役 
生産業務部長 
特機営業部 
担当 

山 地 哲 夫 昭和23年９月20日生

昭和47年４月 株式会社三和銀行〔現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行〕入行 

3

平成７年４月 株式会社三和カードサービス〔現

ＵＦＪニコス株式会社〕出向 同

社大阪営業部長 

平成10年11月 当社出向 経営企画室常勤顧問 

平成11年２月 当社経営企画室長 

平成13年１月 当社入社 

平成15年５月 当社特機営業部担当(現在に至る) 

平成18年11月 当社生産業務部長(現在に至る) 

平成19年２月 当社取締役(現在に至る) 

取締役 ― 中 口 博 康 昭和21年12月23日生

昭和45年３月 当社入社 

13

平成５年７月 当社資材部長 

平成11年２月 当社取締役(現在に至る) 

平成17年２月 和新ガラス株式会社代表取締役社

長(現在に至る) 

平成18年11月 象印ファクトリー・ジャパン株式

会社専務取締役(現在に至る) 



  

(注) １ 監査役のうち榮川和広、高岸直樹及び里井義昇は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員は12名で内５名は取締役を兼務しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常勤監査役 ― 木 下 次 郎 昭和19年５月30日生

昭和42年３月 当社入社 

8
平成２年２月 当社財務部長 

平成８年２月 当社取締役 

平成17年２月 当社常勤監査役(現在に至る) 

監査役 ― 榮 川 和 広 昭和30年11月１日生

平成９年４月 弁護士登録 

1

平成９年４月 高澤嘉昭法律事務所入所 

平成12年２月 当社監査役(現在に至る) 

平成12年10月 中塚・榮川法律事務所入所 

平成15年８月 榮和法律事務所開設同所長(現在

に至る) 

監査役 ― 高 岸 直 樹 昭和39年12月９日生

平成４年４月 税理士高岸俊二事務所〔現税理士

高岸俊二・直樹事務所〕入所(現

在に至る) ―

平成10年２月 税理士登録 

平成17年２月 当社監査役(現在に至る) 

監査役 ― 里 井 義 昇 昭和37年12月10日生

平成８年４月 弁護士登録 

2
平成８年４月 高木茂太市法律事務所入所(現在

に至る) 

平成18年２月 当社監査役(現在に至る) 

計 2,333



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、激しい経営環境の変化に迅速に対応していくため、企業体質の強化、経営効率の向上を図り、かつ、公

正な企業活動を行うとともに情報開示の充実に努め、経営の健全性、透明性を確保し、コーポレート・ガバナンス

を充実させてまいりたいと考えております。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容 

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名、社外監査役３名の計４名(平成18年11月20日時点)で構成

しております。社外監査役には弁護士及び税理士を選任し、その専門知識と幅広い経験を活かすことにより監査

機能をより強化するとともに企業経営者に対する監視等の実効性の向上を図っております。 

取締役会は取締役７名で構成しており、原則として月１回開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要

事項について決定するとともに、業務執行状況の報告及び監督を行っております。また、執行役員制度を導入

し、業務執行における責任と権限を執行役員に委譲することにより業務執行の迅速化、効率化を推進すると同時

に経営責任と業務執行を明確にし、意思決定の迅速化も図っております。さらに、迅速な経営活動の推進、経営

に関する重要事項についての多面的な検討のため、経営会議を原則として週１回開催し、社長、取締役５名、経

営企画部長を中心に必要に応じて担当執行役員等が参加して審議を行っております。 

  

②内部統制システムの整備の状況 

当社は、取締役会において中期経営計画を策定し、それに基づく各年度計画に従い各部門が具体的な年度目標

や予算、さらに月次、四半期業績管理を定期的、日常的に実施しております。また、原則的に週１回開催される

経営会議において、諸重要案件の検討を行い、早期解決、実施を図っております。この経営会議には常勤監査役

も毎回出席し、取締役、執行役員の職務執行を監視できる体制となっております。 

情報管理体制につきましては、各種情報の記録や保存に関しては、社内規定に基づき、適切に保存及び管理を

しております。 

コンプライアンス体制につきましては、新たにコンプライアンス規定を策定し、コンプライアンス委員会を設

置するとともに、内部通報制度を導入し、体制のさらなる強化を目指しております。 

なお、グループ会社に対しては、上記の点を指導教育し、グループ全体の法令遵守に努めております。 

  

③リスク管理体制の整備の状況 

全社的なリスク管理体制の強化を目指し、リスク管理基本規定及び危機管理基本規定を策定、リスク管理委員

会を設置し、定期的に想定されるリスクの洗い出しとその評価、対応について整理、検討し、関係部署間で情報

の共有化を行っております。また、万一危機が顕在化した場合には、対応マニュアルに基づき、迅速かつ組織的

な対応を行い、損害を最小限に抑える体制を整えております。 

なお、グループ会社に対しては、上記の点を指導教育し、グループ全体のリスク管理体制強化に努めておりま

す。 

  



④役員報酬の内容 

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。 

 取締役の年間報酬総額 124百万円(うち社外取締役 ―百万円) 

 監査役の年間報酬総額  22百万円(うち社外監査役 10百万円) 

  

⑤監査報酬の内容 

当期における監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

  

(3) 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

・内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続 

監査役会においては、監査方針・監査計画の決定、職務の執行状況の報告を行うとともに、常勤監査役は経営会

議などの重要な会議にも出席するなど、経営に対する監視の強化に努めております。 

社外監査役は取締役会(原則月１回)及び監査役会(年５回)へ毎回出席するほか、重要な書類の閲覧、会社の業務

及び財産状況の調査等を必要に応じて実施、また、内部監査部門と同行し、重要な事業所の実地監査の立会いを

行っています。 

内部監査部門として監査室を設置し、当社及びグループ会社を対象に業務遂行状況等について、監査計画に従い

定期的に内部監査を実施しております。 

  

・内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携 

当社監査役と会計監査人は監査計画策定時や監査報告会、その他随時、情報共有の場を持っており、各々の監査

方針、監査実施状況や期中に発生した問題点について情報交換を実施するなど相互に連携し、監査の実効性の向

上を図っています。 

監査役は、内部監査部門から監査計画策定に関する報告や内部監査結果の報告を受けており、その他問題点に関

する意見交換を行っております。また、主要な事業所など必要に応じて、実地監査への立会いを行うなど、相互

の連携を高めております。 

また、内部監査部門が、社外監査役も含め監査役のサポートをしており、必要に応じて情報の共有化を図ってお

ります。また、取締役会の開催に際しては、事前に資料の配布を行ったり、必要に応じて事前説明を行っており

ます。 

  

・会計監査の状況 

会計監査人として、あずさ監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。(平成18年11月期において

は、西尾方宏氏と奥井康夫氏の２名(継続年数はいずれも７年未満)が業務を執行し、公認会計士10名、会計士補

３名、その他４名が補助者として会計監査業務を実施しております。) 

  

(4) 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外監査役と当社との間には特別の利害関係はありません。なお、社外取締役は選任されておりません。 

公認会計士法(昭和23年法律第103号) 
第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

24百万円

上記以外の業務に基づく報酬 ―百万円



コーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 

  

 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項ただし書

きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

また、前連結会計年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成17年11月21日から平成18年11月20日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第61期事業年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項ただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、第61期事業年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

62期事業年度(平成17年11月21日から平成18年11月20日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)及

び第61期事業年度(平成16年11月21日から平成17年11月20日まで)並びに当連結会計年度(平成17年11月21日から平成18

年11月20日まで)及び第62期事業年度(平成17年11月21日から平成18年11月20日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いて、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  10,036 12,142  

２ 受取手形及び売掛金 ※５  12,602 11,939  

３ 有価証券  3,608 1,308  

４ たな卸資産  10,442 10,605  

５ 繰延税金資産  807 607  

６ その他  1,339 1,381  

貸倒引当金  △47 △27  

流動資産合計  38,789 59.2 37,958 58.8

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物及び構築物 15,319 15,727    

減価償却累計額 △10,656 4,662 △10,820 4,907  

２ 機械装置及び運搬具 2,878 2,948    

減価償却累計額 △2,101 776 △2,201 747  

３ 工具器具及び備品 2,783 2,849    

減価償却累計額 △2,302 480 △2,327 522  

４ 土地  9,024 8,952  

５ 建設仮勘定  415 231  

有形固定資産合計  15,359 23.5 15,360 23.8

(2) 無形固定資産     

１ 営業権  36 ―  

２ のれん  ― 60  

３ ソフトウェア  384 460  

４ 連結調整勘定  20 ―  

５ その他  60 60  

無形固定資産合計  502 0.8 581 0.9

(3) 投資その他の資産 ※１     

１ 投資有価証券 ※２  8,718 7,995  

２ 長期貸付金  87 25  

３ 繰延税金資産  377 928  

４ その他  1,716 1,769  

貸倒引当金  △85 △39  

投資その他の資産合計  10,814 16.5 10,680 16.5

固定資産合計  26,675 40.8 26,621 41.2



  

  
前連結会計年度
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅲ 繰延資産     

１ 社債発行差金  0 ―  

繰延資産合計  0 0.0 ― ―

資産合計  65,465 100.0 64,579 100.0

      

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金 ※5  5,632 5,495  

２ 短期借入金  410 1,686  

３ 一年以内返済予定 
  長期借入金 

※1  210 10  

４ 一年以内償還予定社債 ※1  3,000 ―  

５ 未払法人税等  1,517 984  

６ 賞与引当金  839 773  

７ その他 ※5  3,857 3,838  

流動負債合計  15,466 23.6 12,788 19.8

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  4,000 4,000  

２ 長期借入金 ※1  55 245  

３ 繰延税金負債  24 24  

４ 退職給付引当金  4,839 5,338  

５ 役員退職慰労引当金  ― 205  

６ 負ののれん  ― 82  

７ その他  457 412  

固定負債合計  9,376 14.3 10,309 16.0

負債合計  24,843 37.9 23,098 35.8

(少数株主持分)     

少数株主持分  1,150 1.8 ― ―

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※3  4,022 6.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  4,070 6.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  29,497 45.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,669 4.1 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定  △205 △0.3 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※4  △583 △0.9 ― ―

資本合計  39,471 60.3 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 65,465 100.0 ― ―

      



  

  

    
前連結会計年度
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金           4,022 6.2 

２ 資本剰余金           4,124 6.4 

３ 利益剰余金           31,021 48.0 

４ 自己株式           △983 △1.5 

株主資本合計           38,185 59.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

          2,095 3.2 

２ 繰延ヘッジ損益           166 0.3 

３ 為替換算調整勘定           △51 △0.1 

評価・換算差額等合計           2,210 3.4 

Ⅲ 少数株主持分           1,084 1.7 

純資産合計           41,480 64.2 

負債純資産合計           64,579 100.0 

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  56,249 100.0 60,453 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1  37,879 67.3 41,484 68.6

売上総利益  18,369 32.7 18,969 31.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  15,550 27.7 16,199 26.8

営業利益  2,819 5.0 2,769 4.6

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 109 174    

２ 受取配当金 54 58    

３ 仕入割引 92 76    

４ 受取賃貸料 207 227    

５ 特許等許諾料 13 15    

６ 為替差益 235 358    

７ 持分法による投資利益 92 62    

８ その他の営業外収益 275 1,080 1.9 297 1,271 2.1

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 134 76    

２ 売上割引 340 356    

３ たな卸資産廃棄損 96 83    

４ 環境対策費 110 ―    

５ その他の営業外費用 242 924 1.6 118 634 1.1

経常利益  2,974 5.3 3,407 5.6

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※3 195 464    

２ 貸倒引当金戻入額 2 55    

３ 投資有価証券売却益 114 312 0.5 3 524 0.9

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※4 32 36    

２ 投資有価証券売却損 ― 7    

３ 投資有価証券評価損 ― 7    

４ アスベスト対策費 ― 20    

５ 減損損失 ※5 ― 67    

６ 役員退職慰労金 323 2    

７ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

― 355 0.6 166 308 0.5

税金等調整前 
当期純利益 

 2,931 5.2 3,622 6.0

法人税、住民税 
及び事業税 

1,600 1,403    

法人税等調整額 △468 1,132 2.0 △69 1,333 2.2

少数株主利益  293 0.5 409 0.7

当期純利益  1,506 2.7 1,879 3.1

      



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,069 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益   0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   4,070 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   28,260 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

当期純利益   1,506 1,506 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   227   

２ 役員賞与   41 269 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   29,497 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年11月20日残高(百万円) 4,022 4,070 29,497 △583 37,007 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △296   △296 

 役員賞与の支給     △59   △59 

 当期純利益     1,879   1,879 

 自己株式の取得       △468 △468 

 自己株式の処分   0   0 0 

 株式交換による変動額   54   68 122 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 54 1,524 △400 1,178 

平成18年11月20日残高(百万円) 4,022 4,124 31,021 △983 38,185 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年11月20日残高(百万円) 2,669 ― △205 2,463 1,150 40,622 

連結会計年度中の変動額             

 剰余金の配当           △296 

 役員賞与の支給           △59 

 当期純利益           1,879 

 自己株式の取得           △468 

 自己株式の処分           0 

 株式交換による変動額           122 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) △573 166 153 △253 △66 △319 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △573 166 153 △253 △66 858 

平成18年11月20日残高(百万円) 2,095 166 △51 2,210 1,084 41,480 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  2,931 3,622 

減価償却費  918 888 

減損損失  ― 67 

貸倒引当金の増加・減少(△)額  33 △66 

賞与引当金の増加・減少(△)額  61 △68 

退職給付引当金の増加・減少(△)額  348 497 

役員退職慰労引当金の増加・減少(△)額  ― 205 

受取利息及び受取配当金  △163 △232 

支払利息  134 76 

持分法による投資利益  △92 △62 

投資有価証券評価損  ― 7 

投資有価証券売却損益  △113 4 

固定資産売却損益  △195 △464 

固定資産除却損  32 36 

売上債権の減少・増加(△)額  219 720 

たな卸資産の減少・増加(△)額  △772 △59 

仕入債務の増加・減少(△)額  773 △209 

役員賞与の支払額  △41 △59 

その他の営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 112 △41 

 小計  4,187 4,862 

利息及び配当金の受取額  208 306 

利息の支払額  △138 △91 

法人税等の支払額  △701 △1,935 

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,557 3,141 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預け入れによる支出  △572 △250 

定期預金の払い戻しによる収入  1,139 50 

有価証券の取得による支出  △204 △4 

有価証券の売却・償還による収入  504 1,304 

有形固定資産の取得による支出  △659 △974 

有形固定資産の売却による収入  606 524 

無形固定資産の取得による支出  △158 △193 

無形固定資産の売却による収入  0 ― 

投資有価証券の取得による支出  △926 △238 

投資有価証券の売却・償還による収入  408 48 

短期貸付けによる支出  △50 ― 

長期貸付金回収による収入  35 61 

その他の投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △123 230 

投資活動によるキャッシュ・フロー  0 558 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △806 1,265 

長期借入れによる収入  ― 200 

長期借入金の返済による支出  △10 △210 

社債の償還による支出  △2,000 △3,000 

自己株式の取得による支出  △13 △468 

自己株式の売却による収入  1 0 

配当金の支払額  △227 △296 

少数株主への配当金支払額  △254 △295 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,311 △2,804 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  114 10 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  360 905 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  11,787 12,148 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 12,148 13,053 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数及びその主要な会

社名 

 ① 連結子会社12社 

   連結子会社名は、「第１ 企業

の概況 ４ 関係会社の状況」に

記載していますので省略しており

ます。 

(1) 連結子会社の数及びその主要な会

社名 

 ① 連結子会社13社 

   連結子会社名は、「第１ 企業

の概況 ４ 関係会社の状況」に

記載していますので省略しており

ます。 

   なお、象印特販株式会社につい

ては、新規設立により当連結会計

年度から連結の範囲に含めており

ます。 

      

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

  主要な非連結子会社 

   当社には非連結子会社はありま

せん。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

  主要な非連結子会社 

同左 

      

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社の数及びそ

の主要な会社名 

  持分法適用の関連会社数１社 

   UNION ZOJIRUSHI CO., LTD. 

(1) 持分法適用の関連会社の数及びそ

の主要な会社名 

同左 

      

  (2) 関連会社(旭菱倉庫株式会社)に対

する投資については、当期純損益及

び連結利益剰余金(いずれも持分に

見合う額)等の面から判断して連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないので、持分法を適用せず原価法

により評価しております。 

(2) 関連会社２社(旭菱倉庫株式会

社、N&I ASIA PTE LTD)に対する投

資については、当期純損益及び連結

利益剰余金(いずれも持分に見合う

額)等の面から判断して連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないの

で、持分法を適用せず原価法により

評価しております。 

      

  (3)  持 分 法 適 用 会 社 の UNION 

ZOJIRUSHI CO., LTD.の決算日は12

月31日であります。 

  なおUNION ZOJIRUSHI CO., LTD.

については10月31日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を使用して

おりますが、連結決算日との間に生

じた重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

(3)       同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連 結 子 会 社 の う ち ZOJIRUSHI 

AMERICA CORPORATION、香港象印有限

公司及びTAI ZO CORPORATIONの決算日

は９月30日であり、また新象製造廠有

限公司の決算日は10月31日でありま

す。連結財務諸表の作成にあたっては

当該決算日に基づく財務諸表を採用し

ておりますが、連結決算日との間に生

じた重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。 

 また、上海象印家用電器有限公司の

決算日は12月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては９月30日現

在で実施した仮決算に基づく財務諸表

を採用しておりますが、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っております。 

 なお、その他の連結子会社の決算日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

      

４ 会計処理基準に関する事

項 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

    

  ① 有価証券 満期保有目的の債券 

…………………償却原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ………………決算日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は主とし

て移動平均法により算

定) 

満期保有目的の債券 

…………………同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ………………決算日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は主とし

て移動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

 ………………移動平均法による原価

法 

 時価のないもの 

 ………………同左 

  ② デリバティブ 時価法 同左 

  ③ たな卸資産 製品・半製品・原材料 

…………………主として総平均法によ

る原価法 

貯蔵品 

…………………主として最終仕入原価

法 

製品・半製品・原材料 

…………………同左 

  

貯蔵品 

…………………同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   主として、定率法を採用してお

ります。 

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法によっ

ております。 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

   建物及び構築物………３～50年 

   機械装置及び運搬具…３～15年 

 ① 有形固定資産 

   主として、定率法を採用してお

ります。 

   ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法によっ

ております。 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

   建物及び構築物………３～50年 

   機械装置及び運搬具…２～15年 

   ② 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

 ② 無形固定資産 

同左 

   ③ 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

 ③ 長期前払費用 

同左 

      

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

    

  ① 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、主として、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 

  ② 賞与引当金  従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額基準により計上しておりま

す。 

同左 

  ③ 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による按分額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しており

ます。 

同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 ―――  役員(執行役員を含む)の退職慰労金

の支給に備えて、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 なお、執行役員に係る当該引当金は

30百万円であります。 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

      

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   主に繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

   ただし、適用要件を満たす場

合、金利スワップの特例処理を行

っております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

   ………デリバティブ取引 

      (為替予約取引及び金利

スワップ取引) 

   ヘッジ対象 

   ………外貨建資産・負債又は実

現可能性の高い予定取引

(主として、輸出入取引

に係る債権・債務)、有

価証券及び借入金 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

   ………同左 

  

  

   ヘッジ対象 

   ………同左 

   ③ ヘッジ方針 

   社内規定に基づき、為替変動リ

スク及び金利変動リスクを回避す

る目的で、デリバティブ取引を行

っております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   取引対象と手段の相関関係を検

討する事前テストのほか、必要に

応じて事後テストを行っておりま

す。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

      

 (6) 在外連結子会社の会計

処理基準 

 在外子会社の財務諸表は、それぞれ

の所在国において一般に公正妥当と認

められた会計処理基準によっており、

親会社が採用している基準と重要な差

異はありません。 

同左 

      

 (7) 消費税等の処理方法  消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

      

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、原

則として５年間の均等償却を行ってお

ります。 

――― 

      

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

―――  のれん及び負ののれんの償却につい

ては、原則として５年間の均等償却を

行っております。 

      

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

――― 

      

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。 

 この変更に伴い、税金等調整前当期純利益が67百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

    

――― (役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号)を適用しております。 

 これによる影響はありません。 

 なお、企業業績及び成果との連動性を高めた報酬体系

への移行を図るため、平成18年11月27日の取締役会にお

いて役員賞与制度を廃止しております。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

――― (役員退職慰労引当金) 

 従来、役員退職慰労金(執行役員を含む)は支給時に費

用処理しておりましたが、当連結会計年度より内規に基

づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する

方法に変更いたしました。この変更は、年功的要素が強

く、業績との関連性が薄い役員退職慰労金制度を廃止

し、企業業績及び成果との連動性を高めた報酬体系への

移行を図るため、平成18年11月27日の取締役会におい

て、役員退職慰労金制度を平成19年２月の定時株主総会

開催日をもって廃止することを定時株主総会での承認を

条件として、廃止日までの在任期間に対応する退職慰労

金は退任時に支給することを決定したことによるもので

す。 

 この変更に伴い、過年度相当額166百万円は特別損失

に、当連結会計年度発生額39百万円は販売費及び一般管

理費に計上しております。この結果、従来と比べ営業利

益及び経常利益は39百万円、税金等調整前当期純利益は

205百万円それぞれ少なく計上されております。 

 この変更は、上述のとおり平成18年11月における役員

退職慰労金制度の見直しを契機として行われたものであ

り、当中間連結会計期間においては従来の方法によって

おります。この変更を行った場合に比べ、当中間連結会

計期間の営業利益及び経常利益は19百万円、税金等調整

前中間純利益は186百万円多く計上されております。 

 なお、セグメント情報に与える影響はセグメント情報

「所在地別セグメント情報」の(注)４に記載のとおりで

あります。 

    

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は40,229百万円

であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

    

――― (企業結合に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会 平成15年10月31日)及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用

指針第10号)に準じた方法で会計処理を行っておりま

す。 

 なお、この変更による損益に与える影響はありませ

ん。 



表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

(連結貸借対照表) 

 前連結会計年度末に連結貸借対照表上「投資その他の

資産」の「その他」に含めて表示しておりました投資事

業有限責任組合等への出資(前連結会計年度末69百万円)

については、「証券取引法等の一部を改正する法律」

(平成16年６月９日法律第97号)の施行に伴う「金融商品

会計に関する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)等

の改正により当連結会計年度から「投資その他の資産」

の「投資有価証券」に含めて表示しております。なお、

「投資有価証券」に含めて表示した当該出資額は27百万

円であります。 

(連結貸借対照表) 

 前連結会計年度において、「営業権」及び「連結調整

勘定」として掲記されていたものは、当連結会計年度か

ら「のれん」及び「負ののれん」と表示しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(平成18年11月20日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。

担保付債務は、次のとおりであります。 

建物 593百万円

土地 1,294百万円

投資その他の資産 11百万円

計 1,900百万円

一年以内返済予定長期借入金 110百万円

一年以内償還予定社債 1,000百万円

長期借入金 55百万円

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。

担保付債務は、次のとおりであります。 

建物 407百万円

土地 951百万円

計 1,358百万円

一年以内返済予定長期借入金 10百万円

長期借入金 145百万円

        

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 639百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 721百万円

        

※３ 当社の発行済株式総数 

普通株式 24,200千株

※３ ――― 

        

※４ 連結会社及び持分法適用会社が保有する提出会社

の株式の数 

普通株式 1,426,431株

※４ ――― 

        

※５ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休業日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、

連結会計年度末残高に含まれております。 

受取手形 31百万円

支払手形 123百万円

その他(流動負債) 1百万円

※５ ――― 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、326百万円であります。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、299百万円であります。 

        

※２ 販売費及び一般管理費 ※２ 販売費及び一般管理費 

  主要な費目と金額 

運賃 1,694百万円

広告宣伝費 1,174百万円

販売促進費 1,230百万円

倉庫料 611百万円

給料手当 3,216百万円

賞与引当金繰入額 497百万円

退職給付費用 920百万円

減価償却費 429百万円

  主要な費目と金額 

運賃 1,766百万円

広告宣伝費 1,250百万円

販売促進費 1,412百万円

倉庫料 699百万円

給料手当 3,317百万円

賞与引当金繰入額 489百万円

退職給付費用 909百万円

役員退職慰労引当金繰入額 39百万円

減価償却費 397百万円

        

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 2百万円

土地 192百万円

計 195百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 1百万円

土地 462百万円

計 464百万円

        

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 11百万円

機械装置及び運搬具 13百万円

工具器具及び備品 7百万円

計 32百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物 14百万円

機械装置及び運搬具 14百万円

工具器具及び備品 7百万円

計 36百万円

        

※５ ――― ※５ 当社グループは、以下の資産について減損損失を

計上いたしました。 

当社グループは、主に事業の種類を基礎として資

産をグルーピングしております。また、賃貸用資

産及び遊休資産については、当該資産単独でグル

ーピングしております。 

遊休資産につきましては、時価の下落があったた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失(67百万円)として特別損失に計上

しております。 

なお、当該資産の回収可能額は正味売却価額によ

り測定しており、路線価等により評価しておりま

す。 

用途 場所 種類
減損損失 
(百万円) 

遊休
資産

静岡県田方
郡 

建物及び構築物 11 

工具器具及び備
品 0 

土地 39 

岐阜県大野
郡 土地 17 

合計 67 



(連結株主資本等変動計算書関係) 
  
当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

  

(変動事由の概要) 

 １ 増加は取締役会決議によるもの422,000株、単元未満株式の買取請求によるもの8,800株であります。 

 ２ 減少は株式交換によるもの120,600株、単元未満株式の買増請求によるもの690株であります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が連結会計年度末後となるもの 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 24,200,000 ― ― 24,200,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 1,426,431 430,800 121,290 1,735,941

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年２月16日 
定時株主総会 

普通株式 159 7 平成17年11月20日 平成18年２月17日

平成18年７月７日 
取締役会 

普通株式 136 6 平成18年５月20日 平成18年８月４日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年２月16日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 202 9 平成18年11月20日 平成19年２月19日

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 10,036百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△192百万円

取得日から３ヶ月以内に 
償還期限の到来する短期投資 
(有価証券) 

2,303百万円

現金及び現金同等物 12,148百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 12,142百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△392百万円

取得日から３ヶ月以内に
償還期限の到来する短期投資 
(有価証券) 

1,303百万円

現金及び現金同等物 13,053百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

51 43 7

工具器具 
及び備品 

2,740 1,378 1,361

計 2,791 1,422 1,368

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬具 

37 27 9

工具器具
及び備品 

3,059 1,449 1,609

計 3,097 1,477 1,619

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 747百万円

１年超 660百万円

計 1,407百万円

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 879百万円

１年超 863百万円

計 1,743百万円

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

  

支払リース料 974百万円

減価償却費相当額 924百万円

支払利息相当額 46百万円

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

  

支払リース料 990百万円

減価償却費相当額 945百万円

支払利息相当額 46百万円

 ４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

    ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

    利息相当額の算定方法 

    ……リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

  

 ４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

    ……同左 

  

    利息相当額の算定方法 

    ……同左 

 オペレーティング・リース取引(借主側) 

    未経過リース料 

１年以内 43百万円

１年超 54百万円

計 98百万円

 オペレーティング・リース取引(借主側) 

    未経過リース料 

１年以内 37百万円

１年超 54百万円

計 91百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年11月20日) 

  

  

２ 当連結会計年度に売却したその他有価証券(自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日) 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成17年11月20日) 

  

  

  種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 1,590 6,140 4,549

債券  

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 ― ― ―

 その他 ― ― ―

その他 237 268 31

小計 1,828 6,409 4,580

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 112 86 △25

債券  

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 700 658 △41

 その他 ― ― ―

その他 146 135 △11

小計 959 880 △79

合計 2,787 7,289 4,501

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

308 114 0

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

満期保有目的の債券 

割引金融債 4

非上場外国債券 1,800

コマーシャル・ペーパー 1,599

その他有価証券 

非上場株式 262

中国ファンド 503

ＦＦＦ 200

投資事業有限責任組合への 
出資金 

27



４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年11月20日) 

  

  

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超
５年以内 
(百万円) 

５年超
10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

合計(百万円)

満期保有目的の債券     

社債 2,899 ― ― 500 3,399

その他 4 ― ― ― 4

その他有価証券     

その他 ― 69 ― 658 728

合計 2,904 69 ― 1,158 4,132



当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年11月20日) 

  

  

２ 当連結会計年度に売却したその他有価証券(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成18年11月20日) 

  

  

  種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

株式 1,398 4,969 3,571

債券  

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 300 302 2

 その他 ― ― ―

その他 137 165 27

小計 1,835 5,436 3,600

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

株式 317 263 △54

債券  

 国債・地方債等 ― ― ―

 社債 400 391 △8

 その他 ― ― ―

その他 213 208 △5

小計 931 863 △67

合計 2,767 6,300 3,533

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

48 3 7

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

満期保有目的の債券 

割引金融債 4

非上場外国債券 700

コマーシャル・ペーパー 599

その他有価証券 

非上場株式 256

中国ファンド 504

ＦＦＦ 200

投資事業有限責任組合への 
出資金 

16



４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年11月20日) 

  

  

次へ 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超
５年以内 
(百万円) 

５年超
10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

合計(百万円)

満期保有目的の債券     

社債 599 100 ― 600 1,299

その他 4 ― ― ― 4

その他有価証券     

その他 ― 55 ― 693 749

合計 604 155 ― 1,293 2,053



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

  当社及び連結子会社は通常の取引の範囲内で、外貨

建債権債務に係る為替相場の変動リスクを回避する目

的で、為替予約取引(包括予約)を利用しております。 

  また、当社及び連結子会社は金融資産、負債に係る

金利変動による影響を一定の範囲内に限定する目的で

金利スワップ取引を利用しております。 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

同左 

  なお、当社及び連結子会社はデリバティブ取引を利

用してヘッジ会計を行っております。 

  

 ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理 

  ただし、適用要件を満たす場合、金利スワップの特

例処理を行っております。 

  

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段……為替予約取引及び金利スワップ取引 

  ヘッジ対象……外貨建資産・負債又は実現可能性の

高い予定取引(主として、輸出入取

引に係る債権・債務)、有価証券及

び借入金 

  

  

 ヘッジ方針 

  社内規定に基づき、為替変動リスク及び金利変動リ

スクを回避する目的で、デリバティブ取引を行ってお

ります。 

  

  

 ヘッジ有効性評価の方法 

  取引対象と手段の相関関係を検討する事前テストの

ほか、必要に応じて事後テストを行っております。 

  

  

(2) 取引に対する取組方針 

  当社及び連結子会社のデリバティブ取引は、対象と

なる資産・負債を有するものに限定をしておりトレー

ディング取引や投機目的のための取引は行わない方針

であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引に係るリスクの内容 

  通貨関連における為替予約取引には、為替相場の変

動によるリスクを有しております。 

  金利関連における金利スワップ取引については、市

場金利の変動によるリスクを有しておりますが、レバ

レッジ効果の高い取引は行っておりません。 

  なお、当社及び連結子会社のデリバティブ取引の契

約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、

相手先の契約不履行による信用リスクはほとんどない

と判断しております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

同左 



  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

  

(注)  

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

(4) 取引に係るリスクの管理体制 

  当社及び連結子会社のデリバティブ取引は代表取締

役が取引の決裁を行い、実行及び管理については「社

内管理規定」に基づき、取引の実行・取引内容の確

認・リスク管理を財務部に集中して行っており、一定

の限度を超えるリスクが発生しないよう管理をしてお

ります。 

(4) 取引に係るリスクの管理体制 

同左 

(5) その他 

  「取引の時価等に関する事項」における契約額又は

想定元本額は、あくまでもデリバティブ取引における

名目上の契約額又は想定元本額であり、当該金額自体

がそのままデリバティブ取引にかかる市場リスク又は

信用リスクの大きさを示すものではありません。 

(5) その他 

同左 

区分 種類 

前連結会計年度
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(平成18年11月20日) 

契約額等
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取 
引以外 
の取引 

為替予約取引      

 買建      

  日本円 19 ― 18 △0 46 ― 46 △0

  米ドル 1,967 1,774 2,070 103 4,345 2,896 4,685 339

合計 1,986 1,774 2,089 103 4,392 2,896 4,731 339

前連結会計年度 
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(平成18年11月20日) 

１ 時価の算定方法 

   為替予約取引 

    先物為替相場を使用しております。 

１ 時価の算定方法 

同左 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、

記載対象から除いております。 

２          同左 



金利関連 

  

(注)  

  

前へ   次へ 

区分 種類 

前連結会計年度
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(平成18年11月20日) 

契約額等
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取 
引以外 
の取引 

金利スワップ 
取引 

     

 受取変動・ 
 支払固定 

1,000 1,000 △23 △23 1,000 1,000 △8 △8

合計 1,000 1,000 △23 △23 1,000 1,000 △8 △8

前連結会計年度 
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(平成18年11月20日) 

１ 時価の算定方法 

   各金融機関から提示された価格によっており

ます。 

１ 時価の算定方法 

同左 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、

記載対象から除いております。 

２          同左 



(退職給付関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 (1) 当社及び連結子会社の退職給付制度 

   当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退

職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 (1) 当社及び連結子会社の退職給付制度 

   当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退

職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 (2) 制度別の補足説明 

  ① 退職一時金制度 

  設定時期 その他 

当社及び連結
子会社 

会社設立時等 ― 

 (2) 制度別の補足説明 

  ① 退職一時金制度 

  設定時期 その他 

当社及び連結
子会社 

会社設立時等 ― 

  ② 厚生年金基金 

    (注) １ 総合設立型の基金である。 

  設定時期 その他 

当社 平成２年 ― 

ゼットオーサ
ービス㈱ 

平成５年 ―(注)１

象印ファクト
リー・ジャパ
ン㈱ 

昭和54年 ―(注)１

  ② 厚生年金基金 

    (注) １ 総合設立型の基金である。 

  設定時期 その他 

当社 平成２年 ― 

ゼットオーサ
ービス㈱ 

平成５年 ―(注)１ 

象印ファクト
リー・ジャパ
ン㈱ 

昭和54年 ―(注)１ 

  ③ 適格退職年金 

  (注) 平成17年３月１日付けで当社の適格退職年金

制度を解除し、廃止しております。 

  設定時期 その他 

ゼットオーサ
ービス㈱ 

平成２年 ― 

象印ファクト
リー・ジャパ
ン㈱ 

平成６年 ― 

  ③ 適格退職年金 

  設定時期 その他 

ゼットオーサ
ービス㈱ 

平成２年 ― 

象印ファクト
リー・ジャパ
ン㈱ 

平成６年 ― 

  
２ 退職給付債務に関する事項 

  (注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載し

ております。 

     ２ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

イ 退職給付債務 △14,337百万円

ロ 年金資産 6,113百万円

ハ 未積立退職給付債務 
  (イ＋ロ) 

△8,224百万円

ニ 会計基準変更時差異の 
  未処理額 

1,756百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 1,628百万円
ヘ 未認識過去勤務債務 ―百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額 △4,839百万円

チ 前払年金費用 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト－チ) △4,839百万円

２ 退職給付債務に関する事項 

  (注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載し

ております。 

     ２ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

イ 退職給付債務 △14,511百万円

ロ 年金資産 6,721百万円

ハ 未積立退職給付債務
  (イ＋ロ) 

△7,789百万円

ニ 会計基準変更時差異の
  未処理額 

1,404百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 1,045百万円
ヘ 未認識過去勤務債務 ―百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額 △5,338百万円

チ 前払年金費用 ―百万円

リ 退職給付引当金(ト－チ) △5,338百万円



  

  

前へ   次へ 

前連結会計年度
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

３ 退職給付費用に関する事項 

  (注) １ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控

除しております。 

     ２ 連結子会社が簡便法を適用していること

による退職給付費用は「イ 勤務費用」

に計上しております。 

イ 勤務費用(注)１、２ 408百万円

ロ 利息費用 316百万円

ハ 期待運用収益 △118百万円

ニ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 

353百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 220百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円

ト その他 
  (臨時に支払った割増退職金等) 

29百万円

チ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 

1,210百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

  (注) １ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控

除しております。 

     ２ 連結子会社が簡便法を適用していること

による退職給付費用は「イ 勤務費用」

に計上しております。 

イ 勤務費用(注)１、２ 458百万円

ロ 利息費用 283百万円

ハ 期待運用収益 △152百万円

ニ 会計基準変更時差異の
  費用処理額 

351百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 240百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 ―百万円

ト その他
  (臨時に支払った割増退職金等) 

―百万円

チ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 

1,181百万円

    

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、翌連結会計年度

から費用処理することとしております。) 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.5％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ― 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 10年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、翌連結会計年度

から費用処理することとしております。) 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 2.5％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ― 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 10年



(税効果会計関係) 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

該当事項はありません。 

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度
(平成18年11月20日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  (繰延税金資産) 

  
  (繰延税金負債) 

  

 貸倒引当金 31百万円

 賞与引当金 319百万円

 未払事業税 115百万円

 退職給付引当金 1,883百万円

 減価償却超過額 16百万円

 有価証券評価損 466百万円

 繰越欠損金 130百万円

 棚卸資産未実現利益 178百万円

 その他 397百万円

 評価性引当額 △142百万円

繰延税金資産合計 3,395百万円

 固定資産圧縮積立金 234百万円

 その他有価証券評価差額金 1,832百万円

 その他 169百万円

繰延税金負債合計 2,235百万円

繰延税金資産の純額 1,160百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  (繰延税金資産) 

  
  (繰延税金負債) 

 貸倒引当金 16百万円

 賞与引当金 301百万円

 未払事業税 46百万円

 退職給付引当金 2,148百万円

 役員退職慰労引当金 83百万円

 減価償却超過額 18百万円

 有価証券評価損 467百万円

 繰越欠損金 140百万円

 棚卸資産未実現利益 200百万円

 その他 324百万円

 評価性引当額 △143百万円

繰延税金資産合計 3,605百万円

 固定資産圧縮積立金 262百万円

 その他有価証券評価差額金 1,438百万円

 その他 392百万円

繰延税金負債合計 2,093百万円

繰延税金資産の純額 1,511百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  (調整) 

法定実効税率 40.7％

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.0％

 住民税均等割等 1.0％

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△2.0％

 税額控除 △3.2％

 海外子会社の税率差異 △7.1％

 受取配当金連結消去 6.0％

 持分法投資利益 △1.3％

 その他 3.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.6％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  (調整) 

法定実効税率 40.7％

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

1.2％

 住民税均等割等 1.0％

受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目 

△2.3％

 税額控除 △3.5％

 海外子会社の税率差異 △8.4％

 受取配当金連結消去 7.2％

 持分法投資利益 △0.9％

 その他 1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.8％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日) 

当社及び連結子会社の取扱い製品をその製造方法、市場、販売方法等の類似性にて判別したところ、全セグメ

ントの売上高の合計、営業損益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める同一事業種類の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

当社及び連結子会社の取扱い製品をその製造方法、市場、販売方法等の類似性にて判別したところ、全セグメ

ントの売上高の合計、営業損益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める同一事業種類の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア……中国、台湾 

 (2) 北米………米国 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(16,157百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有

価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア……中国、台湾 

 (2) 北米………米国 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(14,609百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び有

価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 会計処理基準等の変更 

「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から役員退職慰労金制度の変更に伴い、従来、支給時に特別損失と

して費用処理しておりましたが、当連結会計年度発生額を販売費及び一般管理費として計上しております。 

この変更に伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、当連結会計年度の営業費用は、日本が39百万円増加

し、営業利益は同額減少しております。 

  

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

北米
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

49,198 4,308 2,741 56,249 ― 56,249

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,648 5,985 ― 10,634 (10,634) ―

計 53,847 10,294 2,741 66,883 (10,634) 56,249

営業費用 51,827 9,365 2,623 63,816 (10,386) 53,430

営業利益 2,020 928 118 3,066 (247) 2,819

Ⅱ 資産 45,289 5,601 1,615 52,507 12,957 65,465

  
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

北米
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

52,201 4,977 3,275 60,453 ― 60,453

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,420 6,638 ― 12,058 (12,058) ―

計 57,622 11,615 3,275 72,512 (12,058) 60,453

営業費用 56,043 10,575 3,078 69,697 (12,013) 57,684

営業利益 1,578 1,040 196 2,815 (45) 2,769

Ⅱ 資産 45,569 5,876 2,017 53,462 11,116 64,579



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア……台湾、韓国、中国 

 (2) 北米………米国、カナダ 

 (3) 欧州………ロシア、ベルギー、スウェーデン 

 (4) 中近東……サウジアラビア、オマーン、アラブ首長国連邦 

 (5) その他……ブラジル、エジプト、南アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア……台湾、中国、韓国 

 (2) 北米………米国、カナダ 

 (3) 欧州………スウェーデン、ベルギー、ロシア 

 (4) 中近東……サウジアラビア、アラブ首長国連邦、オマーン 

 (5) その他……ブラジル、エジプト、南アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア 北米 欧州 中近東 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,838 2,727 182 333 72 8,154

Ⅱ 連結売上高(百万円)     56,249

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

8.6 4.9 0.3 0.6 0.1 14.5

  アジア 北米 欧州 中近東 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,615 3,224 191 455 78 9,564

Ⅱ 連結売上高(百万円)     60,453

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

9.3 5.3 0.3 0.8 0.1 15.8



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日) 

 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  保険料の支払いについては、一般的な保険取引と同一の条件であります。 

３ 協和興産㈱は役員１名及びその近親者４名が議決権の50.8％を直接保有している会社であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

 役員及び個人主要株主等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

東配サービス株式会社を完全子会社化するための株式交換であり、同取引は第三者が算出した株式交換比率

に基づいております。 

(注) １ 議決権被所有割合は期末時点の比率であり、当該株式交換により取得した議決権を含んでおります。 

２ 取引金額は、東配サービス株式会社の取得価額(＝交付自己株式の時価)を記載しております。 

３ 当該株式交換による東配サービス株式会社の株式の取得総数は36,300株で、うち上記関連当事者からの取得総数

は3,000株であります。 

４ 東配サービス株式会社の普通株式(ただし、当社保有分を除く)１株に対して当社の普通株式６株を割当交付いた

しました。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金 
又は 
出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等 

協和興産㈱ 大阪市 
中央区 10 保険代理店 (被所有)

直接5.8 ―
損害保
険取引

保険料の
支払 27 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金 
又は 
出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等

事業上

の関係

役員及びその
近親者 

市川典男の
近親者１名 ― ― 当社取締役

の近親者 
(被所有)
直接5.3 ― ― 株式交換 18 ― ―



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

共通支配下の取引等関係 

１ 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

東配サービス株式会社(内容：当社製品の東日本における物流業務) 

(2) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(3) 結合後企業の名称 

東配サービス株式会社 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

当社の連結子会社である東配サービス株式会社は当社製品の東日本における物流業務を行っており、本株式交

換により同社を当社の完全子会社とすることでグループ全体の連携を深め、当社グループを取り巻く経営環境の

変化に迅速に対応できる体制を整備し、より一層の企業体質強化を図るとともに企業価値の向上を目指すことを

目的としております。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

本株式交換は、企業結合に係る会計基準(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号)に基づ

き、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

取得の対価 

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

① 株式の種類及び交換比率 

普通株式   象印マホービン㈱１：東配サービス㈱６ 

② 交換比率の算定方法 

当社及び東配サービス株式会社は、本株式交換にあたり、第三者機関であるいけうち会計事務所に株式交換

比率の算定を依頼し、その算定結果を参考にして協議を行った結果、上記のとおり合意いたしました。いけう

ち会計事務所は、当社については市場株価平均法により、東配サービス株式会社については類似業種比準価額

方式及び純資産価額方式により分析を行い、その結果を総合的に勘案して株式交換比率を算定いたしました。 

③ 交付株式数及びその評価額 

120,600株   122百万円 

(3) 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

① 負ののれんの金額     64百万円 

② 発生原因 

企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識しております。 

③ 償却の方法及び償却期間 

５年間で均等償却 

(4) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

試験研究費償却       ―百万円 

  

当社の株式 122百万円

取得原価 122百万円



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

１株当たり純資産額 1,730円61銭 1,798円25銭

１株当たり当期純利益 63円53銭 82円94銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

  前連結会計年度末
(平成17年11月20日) 

当連結会計年度末 
(平成18年11月20日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 41,480

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当た
り純資産額の算定に用いられた普通株式に係る連
結会計年度末の純資産額との差額(百万円) 

― 1,084

(うち少数株主持分(百万円)) (―) (1,084)

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 40,396

普通株式の発行済株式数(千株) ― 24,200

普通株式の自己株式数(千株) ― 1,735

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 

― 22,464

  
前連結会計年度

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

当期純利益(百万円) 1,506 1,879

普通株主に帰属しない金額(百万円) 59 ―

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (59) (―)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,447 1,879

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,781 22,657



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

象印マホービン㈱ 
第10回物上担保附 
社債 

平成10年 
12月25日 

500 ― 年1.9 担保附社債 
平成17年
12月22日 

象印マホービン㈱ 
第11回物上担保附 
社債 

平成10年 
12月25日 

500 ― 年1.9 担保附社債 
平成17年
12月22日 

象印マホービン㈱ 第15回無担保社債 
平成14年 
１月24日 

1,000 ― 年0.97 無担保社債 
平成18年
１月24日 

象印マホービン㈱ 第16回無担保社債 
平成14年 
１月30日 

1,000 ― 年1.07 無担保社債 
平成18年
１月30日 

象印マホービン㈱ 第18回無担保社債 
平成14年 
12月26日 

2,000 2,000 年0.68 無担保社債 
平成21年
12月25日 

象印マホービン㈱ 第19回無担保社債 
平成15年 
３月25日 

1,000 1,000 年0.58 無担保社債 
平成22年
３月25日 

象印マホービン㈱ 第20回無担保社債 
平成15年 
３月25日 

500 500 年0.89 無担保社債 
平成22年
３月25日 

象印マホービン㈱ 第21回無担保社債 
平成15年 
４月10日 

500 500 年1.05 無担保社債 
平成22年
４月９日 

合計 ― ― 7,000 4,000 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― ― ― 4,000 ―



【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」につきましては、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率(％) 返済期限 

短期借入金 410 1,686 1.3 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 210 10 3.0 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

55 245 1.7
平成19年12月20日～
平成24年３月20日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 675 1,941 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 210 10 10 10



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
第61期

(平成17年11月20日) 
第62期 

(平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  7,297 8,213  

２ 受取手形 ※７  1,565 1,614  

３ 売掛金 ※５  11,143 11,391  

４ 有価証券  3,608 1,308  

５ 製品  7,332 7,462  

６ 半製品  18 7  

７ 原材料  311 290  

８ 貯蔵品  45 45  

９ 前渡金  88 30  

10 前払費用  17 9  

11 繰延税金資産  557 343  

12 未収入金 ※５  2,122 2,376  

13 その他  182 273  

貸倒引当金  △40 △10  

流動資産合計  34,253 57.2 33,356 56.5

Ⅱ 固定資産     

 (1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物 12,378 12,716    

減価償却累計額 △8,588 3,790 △8,670 4,045  

２ 構築物 866 856    

減価償却累計額 △697 168 △702 154  

３ 機械及び装置 1,397 1,334    

減価償却累計額 △1,093 303 △1,092 241  

４ 車両及び運搬具 2 2    

減価償却累計額 △2 0 △2 0  

５ 工具器具及び備品 2,474 2,500    

減価償却累計額 △2,072 401 △2,066 434  

６ 土地  8,070 7,998  

７ 建設仮勘定  412 227  

有形固定資産合計  13,147 22.0 13,102 22.2

 (2) 無形固定資産     

１ 営業権  36 ―  

２ のれん  ― 22  

３ 借地権  4 4  

４ 商標権  4 5  

５ ソフトウェア  361 438  

６ 施設利用権  4 3  

７ 電話加入権  37 37  

無形固定資産合計  448 0.7 512 0.9



  

  
第61期

(平成17年11月20日) 
第62期 

(平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  8,030 7,240  

２ 関係会社株式  1,623 1,899  

３ 出資金  0 0  

４ 長期貸付金  51 1  

５ 従業員長期貸付金  36 24  

６ 関係会社長期貸付金  652 637  

７ 破産債権等  17 18  

８ 長期前払費用  92 68  

９ 繰延税金資産  343 858  

10 長期性預金  500 500  

11 その他  1,033 1,099  

貸倒引当金  △335 △312  

投資その他の資産合計  12,045 20.1 12,036 20.4

固定資産合計  25,641 42.8 25,651 43.5

Ⅲ 繰延資産     

１ 社債発行差金  0 ―  

繰延資産合計  0 0.0 ― ―

資産合計  59,894 100.0 59,008 100.0

      

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 ※７  557 540  

２ 買掛金 ※５  5,869 6,450  

３ 短期借入金  ― 1,400  

４ １年以内償還予定社債 ※１  3,000 ―  

５ 未払金  401 342  

６ 未払費用  2,571 2,366  

７ 未払法人税等  1,125 635  

８ 未払消費税等  36 14  

９ 前受金  21 16  

10 預り金  39 10  

11 賞与引当金  566 512  

12 設備関係支払手形 ※７  7 67  

13 その他  97 14  

流動負債合計  14,294 23.9 12,372 21.0

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  4,000 4,000  

２ 退職給付引当金  4,695 5,174  

３ 役員退職慰労引当金  ― 174  

４ 子会社損失引当金  27 ―  

５ 長期預り保証金  291 383  

６ その他  161 8  

固定負債合計  9,176 15.3 9,740 16.5

負債合計  23,471 39.2 22,112 37.5

      



  

  
第61期

(平成17年11月20日) 
第62期 

(平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  4,022 6.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 4,069 ―    

２ その他資本剰余金     

(1) 自己株式処分差益 0 ―    

資本剰余金合計  4,070 6.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 544 ―    

２ 任意積立金     

(1) 退職積立金 220 ―    

(2) 配当準備積立金 220 ―    

(3) 固定資産圧縮積立金 387 ―    

(4) 買換資産圧縮積立金 68 ―    

(5) 別途積立金 22,500 ―    

３ 当期未処分利益 2,319 ―    

利益剰余金合計  26,259 43.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,654 4.4 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４  △583 △1.0 ― ―

資本合計  36,423 60.8 ― ―

負債・資本合計  59,894 100.0 ― ―

      



  

  

    
第61期

(平成17年11月20日) 
第62期 

(平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金           4,022 6.8 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金         4,069     

(2) その他資本剰余金         143     

資本剰余金合計           4,213 7.2 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金         544     

(2) その他利益剰余金               

退職積立金         220     

配当準備積立金         220     

固定資産圧縮積立金         382     

買換資産圧縮積立金         225     

別途積立金         22,500     

繰越利益剰余金         3,239     

利益剰余金合計           27,331 46.3 

４ 自己株式           △929 △1.6 

株主資本合計           34,639 58.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

          2,089 3.5 

２ 繰延ヘッジ損益           166 0.3 

評価・換算差額等合計           2,256 3.8 

純資産合計           36,895 62.5 

負債純資産合計           59,008 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  
第61期

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

１ 売上高 ※３  53,349 100.0 57,222 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 製品期首たな卸高 7,012 7,332    

２ 当期製品製造原価 ※1,3 39,518 43,438    

合計 46,530 50,770    

３ 製品期末たな卸高 7,332 7,462    

４ 他勘定振替高 ※２ 268 38,929 73.0 332 42,976 75.1

売上総利益  14,419 27.0 14,246 24.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 支払手数料 262 244    

２ 荷造運搬費 1,585 1,640    

３ 広告宣伝費 1,008 1,002    

４ 販売促進費 882 992    

５ 輪出諸掛費 66 77    

６ 倉庫料 970 1,002    

７ 貸倒引当金繰入額 24 ―    

８ 役員報酬 162 147    

９ 給料手当 2,394 2,327    

10 賞与 306 362    

11 賞与引当金繰入額 377 342    

12 退職給付費用 831 853    

13 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

― 28    

14 福利厚生費 336 344    

15 接待交際費 64 50    

16 交通費及び通信費 294 326    

17 光熱費及び消耗品費 185 181    

18 租税公課 152 126    

19 減価償却費 326 300    

20 特許権等使用料 139 107    

21 業務委託費 1,543 1,615    

22 保険料 42 43    

23 賃借料 425 407    

24 その他 ※１ 676 13,061 24.5 730 13,258 23.2

営業利益  1,357 2.5 988 1.7



  

  

  
第61期

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 32 24    

２ 有価証券利息 50 62    

３ 受取配当金 ※３ 486 579    

４ 仕入割引 73 52    

５ 受取賃貸料 ※３ 457 466    

６ 特許等許諾料 29 34    

７ 為替差益 261 374    

８ 雑収入 120 1,511 2.9 208 1,802 3.1

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 26 26    

２ 社債利息 88 34    

３ 売上割引 337 352    

４ 固定資産賃貸費用 249 255    

５ たな卸資産廃棄損 87 83    

６ 環境対策費 110 ―    

７ 雑損失 171 1,070 2.0 76 829 1.4

経常利益  1,798 3.4 1,961 3.4

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※４ 192 462    

２ 貸倒引当金戻入額 1 55    

３ 投資有価証券売却益 114 308 0.6 3 521 0.9

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※５ 30 34    

２ 投資有価証券売却損 ― 7    

３ 投資有価証券評価損 ― 7    

４ アスベスト対策費 ― 20    

５ 減損損失 ※６ ― 67    

６ 役員退職慰労金 316 2    

７ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

― 347 0.7 145 286 0.5

税引前当期純利益  1,759 3.3 2,196 3.8

法人税、住民税 
及び事業税 

1,057 815    

法人税等調整額 △437 619 1.2 △27 787 1.3

当期純利益  1,139 2.1 1,409 2.5

前期繰越利益  1,293    

中間配当額  113    

当期未処分利益  2,319    

      



製造原価明細書 

  

(注) １ 原価計算の方法 

  当社の原価計算は組別工程別総合原価計算を採用しており、原価差額は、売上原価と製品及び半製品に次のとおり配賦し

ております。(△＝差益) 

  

２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

  

３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

  
第61期

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 34,958 88.4 38,651 89.0

Ⅱ 労務費 1,836 4.6 1,839 4.2

Ⅲ 経費 ※２ 2,751 7.0 2,938 6.8

当期総製造費用 39,546 100.0 43,428 100.0

半製品期首たな卸高 2 18  

合計 39,549 43,447  

半製品期末たな卸高 18 7  

他勘定振替高 ※３ 12 2  

当期製品製造原価 39,518 43,438  

     

    第61期   第62期 

売上原価   △304百万円   △422百万円

製品   △55   △71 

半製品   △0   △0 

 合計   △360   △493 

    第61期   第62期 

減価償却費   197百万円   165百万円

リース料   935   975 

    第61期   第62期 

営業外費用   12百万円   2百万円

 合計   12   2 



③ 【利益処分計算書】 

  

  

    
第61期

株主総会承認日 
(平成18年２月16日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   2,319 

Ⅱ 任意積立金取崩高     

１ 固定資産圧縮 
積立金取崩額 

  45   

２ 買換資産圧縮 
積立金取崩額 

  68 113 

合計   2,433 

Ⅲ 利益処分額     

１ 配当金   159   

２ 役員賞与金   42   

  (うち監査役賞与金)   (4)   

３ 任意積立金     

買換資産圧縮 
特別勘定積立金 

  83 284 

Ⅳ 次期繰越利益   2,149 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

第62期(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

  

  
  

  

(注) その他利益剰余金の内訳 

  

  

項目 

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他

資本剰余金 
利益準備金

その他

利益剰余金 

平成17年11月20日残高(百万円) 4,022 4,069 0 544 25,715 △583 33,769

事業年度中の変動額      

 剰余金の配当    △296   △296

 役員賞与の支給    △42   △42

 当期純利益    1,409   1,409

 自己株式の取得    △468 △468

 自己株式の処分    0 0 0

 株式交換による変動額    142 122 265

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)      

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 143 ― 1,071 △345 869

平成18年11月20日残高(百万円) 4,022 4,069 143 544 26,787 △929 34,639

項目 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成17年11月20日残高(百万円) 2,654 ― 2,654 36,423

事業年度中の変動額    

 剰余金の配当   △296

 役員賞与の支給   △42

 当期純利益   1,409

 自己株式の取得   △468

 自己株式の処分   0

 株式交換による変動額   265

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △564 166 △397 △397

事業年度中の変動額合計(百万円) △564 166 △397 471

平成18年11月20日残高(百万円) 2,089 166 2,256 36,895

項目 退職積立金 配当準備 
積立金 

固定資産
圧縮積立金 

買換資産
圧縮積立金 別途積立金

繰越利益 
剰余金 合計 

平成17年11月20日残高(百万円) 220 220 387 68 22,500 2,319 25,715

事業年度中の変動額      

 剰余金の配当    △296 △296

 役員賞与の支給    △42 △42

 当期純利益    1,409 1,409

 固定資産圧縮積立金の積立    77 △77 ―

 固定資産圧縮積立金の取崩    △82 82 ―

 買換資産圧縮積立金の積立    308 △308 ―

 買換資産圧縮積立金の取崩    △151 151 ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △4 157 ― 919 1,071

平成18年11月20日残高(百万円) 220 220 382 225 22,500 3,239 26,787



重要な会計方針 

  

項目 
第61期

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 

……償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ……決算日の市場価格等に基づく時

価法 

   (評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定) 

満期保有目的の債券 

……同左 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ……決算日の市場価格等に基づく時

価法 

   (評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定) 

   時価のないもの 

 ……移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

 ……同左 

      

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

……時価法 

デリバティブ 

……同左 

      

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

評価基準……原価法 

評価方法……製品・半製品・原材料に

ついては総平均法を採用しておりま

す。 

 貯蔵品については最終仕入原価法を

採用しております。 

同左 

      

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  建物………………３～50年 

  機械及び装置……３～13年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、耐用年数は法人税法に規定

する方法と同一の基準によっており

ます。 

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

  なお、耐用年数は法人税法に規定

する方法と同一の基準によっており

ます。 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

項目 
第61期

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

５ 繰延資産の処理方法  社債発行差金……繰延資産に計上し

商法施行規則第40条の規定に基づき、

社債償還期間内に配分して償却するこ

ととしております。 

 社債発行差金 

――― 

      

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金……債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

債権の回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金……同左 

  (2) 賞与引当金……従業員の賞与の支

給に充てるため、支給見込額基準に

よって計上しております。 

(2) 賞与引当金……同左 

  (3) 退職給付引当金……従業員の退職

給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、10年による按分額を費用処理

しております。 

  数理計算上の差異については、各

期の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による按分額をそれぞれ発生の翌事

業年度より費用処理しております。 

(3) 退職給付引当金……同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

――― 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員(執行役員を含む)の退職慰労

金の支給に備えて、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。 

  なお、執行役員に係る当該引当金

は30百万円であります。 

  (5) 子会社損失引当金…子会社の事業

に伴う損失に備えるため、子会社の

資産内容等を勘案して、当社が負担

することになる損失見込額を計上し

ております。 

(5) 子会社損失引当金 

――― 

      

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

      

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  主に繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

項目 
第61期

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   デリバティブ取引(為替予約取

引及び金利スワップ取引) 

  ヘッジ対象 

   外貨建資産・負債又は実現可能

性の高い予定取引(主として、

輸出入取引に係る債権・債

務)、有価証券及び借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

同左 

  

  ヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  当社の社内規定に基づき、為替変

動リスク及び金利変動リスクを回避

する目的で、デリバティブ取引を行

っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の方法 

  取引対象と手段の相関関係を検討

する事前テストのほか、必要に応じ

て事後テストを行っております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

      

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式を採用しております。 

消費税等の処理方法 

同左 

第61期 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 この変更に伴い、税引前当期純利益が67百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

    

――― (役員賞与に関する会計基準) 

 当期から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を

適用しております。 

 これによる影響はありません。 

 なお、企業業績及び成果との連動性を高めた報酬体系

への移行を図るため、平成18年11月27日の取締役会にお

いて役員賞与制度を廃止しております。 



  

  

第61期 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

――― (役員退職慰労引当金) 

 従来、役員退職慰労金(執行役員を含む)は支給時に費

用処理しておりましたが、当期より内規に基づく期末要

支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更

いたしました。この変更は、年功的要素が強く、業績と

の関連性が薄い役員退職慰労金制度を廃止し、企業業績

および成果との連動性を高めた報酬体系への移行を図る

ため、平成18年11月27日の取締役会において、役員退職

慰労金制度を平成19年２月の定時株主総会開催日をもっ

て廃止することを定時株主総会での承認を条件として、

廃止日までの在任期間に対応する退職慰労金は退任時に

支給することを決定したことによるものです。 

 この変更に伴い、過年度相当額145百万円は特別損失

に、当期発生額28百万円は販売費及び一般管理費に計上

しております。この結果、従来と比べ営業利益及び経常

利益は28百万円、税引前当期純利益は174百万円それぞ

れ少なく計上されております。 

 なお、この変更は、上述のとおり平成18年11月におけ

る役員退職慰労金制度の見直しを契機として行われたも

のであり、当中間期においては従来の方法によっており

ます。この変更を行った場合に比べ、当中間期の営業利

益及び経常利益は14百万円、税引前中間純利益は160百

万円多く計上されております。 

    

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は36,728百万円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

    

――― (企業結合に係る会計基準) 

 当期から「企業結合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10

号)に準じた方法で会計処理を行っております。 

 なお、この変更による損益に与える影響はありませ

ん。 



表示方法の変更 

  

  

第61期 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

(貸借対照表) 

 前期末に貸借対照表上「投資その他の資産」の「その

他」に含めて表示しておりました投資事業有限責任組合

等への出資(前期末69百万円)については、「証券取引法

等の一部を改正する法律」(平成16年６月９日法律第97

号)の施行に伴う「金融商品会計に関する実務指針」(会

計制度委員会報告第14号)等の改正により当期から「投

資その他の資産」の「投資有価証券」に含めて表示して

おります。なお、「投資有価証券」に含めて表示した当

該出資額は27百万円であります。 

(貸借対照表) 

 前事業年度において、「営業権」として掲記されてい

たものは、当事業年度から「のれん」と表示しておりま

す。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  

第61期 
(平成17年11月20日) 

第62期
(平成18年11月20日) 

※１  建物154百万円、土地343百万円は１年以内償還

予定社債1,000百万円の担保に供されておりま

す。 

※１ ――― 

        

 ２ 保証債務 

 下記会社に対し銀行借入等の債務保証を行って

おります。 

新象製造廠有限公司 

50百万円

TAI ZO CORPORATION 

84百万円

(39百万円、378千US$)

和新ガラス㈱ 

50百万円

 (注) 外貨建保証債務については、決算時の為

替相場による円換算額を付しておりま

す。 

 ２ 保証債務 

 下記会社に対し銀行借入等の債務保証を行って

おります。 

TAI ZO CORPORATION 

45百万円

和新ガラス㈱ 

50百万円

        

※３ 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われ

た場合には、会社が発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。 

授権株数    普通株式 80,000千株

発行済株式総数 普通株式 24,200千株

※３ ――― 

        

※４  会社が保有する自己株式の数 

        普通株式 1,426,431株

※４ ――― 

   

        

※５  区分掲記されたもの以外で関係会社に対するも

のは次のとおりであります。 

売掛金 1,946百万円

未収入金 1,354百万円

買掛金 1,970百万円

※５  区分掲記されたもの以外で関係会社に対するも

のは次のとおりであります。 

売掛金 2,418百万円

未収入金 1,586百万円

買掛金 2,394百万円

        

 ６ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が2,654

百万円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されて

おります。 

 ６ ――― 

        

※７  期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休業日であったた

め、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

おります。 

受取手形 30百万円

支払手形 116百万円

設備関係支払手形 1百万円

※７ ――― 



(損益計算書関係) 

  

  

第61期 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、323百万円であります。 

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、294百万円であります。 

        

※２  他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

製造経費 31百万円

販売費及び一般管理費 200百万円

営業外費用 38百万円

貯蔵品 △3百万円

計 268百万円

※２  他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

製造経費 36百万円

販売費及び一般管理費 291百万円

営業外費用 0百万円

貯蔵品 4百万円

計 332百万円

        

※３  関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

売上高 5,545百万円

材料の仕入 14,687百万円

受取賃貸料 254百万円

受取配当金 434百万円

※３  関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

売上高 6,462百万円

材料の仕入 15,950百万円

受取賃貸料 243百万円

受取配当金 522百万円

        

※４  固定資産売却益は土地に係るものであります。 ※４  固定資産売却益は土地に係るものであります。

        

※５  固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物 10百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 12百万円

車両及び運搬具 0百万円

工具器具及び備品 6百万円

計 30百万円

※５  固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物 13百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 12百万円

工具器具及び備品 7百万円

計 34百万円

        

※６ ――― ※６  当社は、以下の資産について減損損失を計上い

たしました。 

 当社は、主に事業の種類を基礎として資産をグ

ルーピングしております。また、賃貸用資産及び

遊休資産については、当該資産単独でグルーピン

グしております。 

 遊休資産につきましては、時価の下落があった

ため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減

少額を減損損失(67百万円)として特別損失に計上

しております。 

 なお、当該資産の回収可能額は正味売却価額に

より測定しており、路線価等により評価しており

ます。 

用途 場所 種類
減損損失 
(百万円) 

遊休
資産

静岡県田方
郡 

建物 10 

構築物 0 

工 具・器 具・備
品 0 

土地 39 

岐阜県大野
郡 土地 17 

合計 67 



(株主資本等変動計算書関係) 

第62期(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

  

自己株式に関する事項 

  

(変動事由の概要) 

 １ 増加は取締役会決議によるもの422,000株、単元未満株式の買取請求によるもの8,800株であります。 

 ２ 減少は株式交換によるもの217,800株、単元未満株式の買増請求によるもの690株であります。 

  

(リース取引関係) 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 1,426,431 430,800 218,490 1,638,741

第61期 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具 
及び備品 

2,710 1,357 1,352

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具器具
及び備品 

3,040 1,435 1,604 

    

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 739百万円

１年超 651百万円

計 1,390百万円

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 873百万円

１年超 853百万円

計 1,727百万円

    

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 960百万円

減価償却費相当額 912百万円

支払利息相当額 43百万円

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 980百万円

減価償却費相当額 937百万円

支払利息相当額 45百万円

    

 ４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

    ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

    利息相当額の算定方法 

    ……リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

 ４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

    ……同左 

  

    利息相当額の算定方法 

    ……同左 

    

 オペレーティング・リース取引(借主側) 

    未経過リース料 

１年以内 23百万円

１年超 54百万円

計 77百万円

 オペレーティング・リース取引(借主側) 

    未経過リース料 

１年以内 27百万円

１年超 48百万円

計 76百万円



(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

第61期 
(平成17年11月20日) 

第62期
(平成18年11月20日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  

 貸倒引当金 128百万円

 賞与引当金 230百万円

 退職給付引当金 1,849百万円

 減価償却超過額 3百万円

 子会社株式評価損 94百万円

 子会社損失引当金繰入額 11百万円

 有価証券評価損 466百万円

 未払事業税 99百万円

 その他 336百万円

 評価性引当額 △207百万円

繰延税金資産合計 3,013百万円

 固定資産圧縮積立金 234百万円

 その他有価証券評価差額金 1,821百万円

 その他 56百万円

繰延税金負債合計 2,113百万円

繰延税金資産の純額 900百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

 貸倒引当金 124百万円

 賞与引当金 208百万円

 退職給付引当金 2,106百万円

 役員退職慰労引当金 70百万円

 減価償却超過額 2百万円

 子会社株式評価損 94百万円

 有価証券評価損 467百万円

 未払事業税 41百万円

 その他 259百万円

 評価性引当額 △208百万円

繰延税金資産合計 3,167百万円

 固定資産圧縮積立金 262百万円

 買換資産圧縮積立金 154百万円

 その他有価証券評価差額金 1,434百万円

 その他 114百万円

繰延税金負債合計 1,966百万円

繰延税金資産の純額 1,201百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

  (調整) 

法定実効税率 40.7％

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.6％

 住民税均等割等 1.6％

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△3.3％

 税額控除 △5.2％

 評価性引当額 0.6％

 その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.2％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳 

  (調整) 

法定実効税率 40.7％

交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

1.4％

 住民税均等割等 1.2％

受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目 

△3.1％

 税額控除 △4.6％

 評価性引当額 0％

 その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.8％



(企業結合等関係) 

第62期(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

共通支配下の取引等関係 

１ 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに

取引の目的を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

東配サービス株式会社(内容：当社製品の東日本における物流業務) 

(2) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(3) 結合後企業の名称 

東配サービス株式会社 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

当社の連結子会社である東配サービス株式会社は当社製品の東日本における物流業務を行っており、本株式交

換により同社を当社の完全子会社とすることでグループ全体の連携を深め、当社グループを取り巻く経営環境の

変化に迅速に対応できる体制を整備し、より一層の企業体質強化を図るとともに企業価値の向上を目指すことを

目的としております。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

本株式交換は、企業結合に係る会計基準(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針第10号)に基づ

き、共通支配下の取引として会計処理を行っております。 

  

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

取得の対価 

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

① 株式の種類及び交換比率 

普通株式   象印マホービン㈱１：東配サービス㈱６ 

② 交換比率の算定方法 

当社及び東配サービス株式会社は、本株式交換にあたり、第三者機関であるいけうち会計事務所に株式交換

比率の算定を依頼し、その算定結果を参考にして協議を行った結果、上記のとおり合意いたしました。いけう

ち会計事務所は、当社については市場株価平均法により、東配サービス株式会社については類似業種比準価額

方式及び純資産価額方式により分析を行い、その結果を総合的に勘案して株式交換比率を算定いたしました。 

③ 交付株式数及びその評価額 

217,800株   265百万円 

(3) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

試験研究費償却       ―百万円 

  

当社の株式 265百万円

取得原価 265百万円



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

第61期(自 平成16年11月21日 至 平成17年11月20日) 

該当事項はありません。 

  

第62期(自 平成17年11月21日 至 平成18年11月20日) 

該当事項はありません。 

  

第61期 
(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

１株当たり純資産額 1,597円55銭 １株当たり純資産額 1,635円35銭

１株当たり当期純利益 48円19銭 １株当たり当期純利益 62円17銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため記載しておりません。 

  第61期
(平成17年11月20日) 

第62期 
(平成18年11月20日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 36,895

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり
純資産額の算定に用いられた普通株式に係る事
業年度末の純資産額との差額(百万円) 

― ―

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 36,895

普通株式の発行済株式数(千株) ― 24,200

普通株式の自己株式数(千株) ― 1,638

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数(千株) 

― 22,561

  
第61期

(自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日) 

第62期 
(自 平成17年11月21日 
至 平成18年11月20日) 

当期純利益(百万円) 1,139 1,409

普通株主に帰属しない金額(百万円) 42 ―

(うち利益処分による役員賞与金) (42) (―)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,097 1,409

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,781 22,672



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)     

 その他有価証券     

㈱ヤマダ電機 138,000 1,298 

㈱三菱UFJフィナンシャル・ 
グループ 

620 855 

中山福㈱ 943,097 495 

ニプロ㈱ 209,000 417 

㈱みずほフィナンシャル 
グループ 

500 411 

㈱三井住友フィナンシャル 

グループ 
300 351 

ひかりのくに㈱ 63,750 225 

イオン㈱ 85,826 221 

㈱電響社 204,000 179 

㈱泉州銀行 500,000 146 

森下仁丹㈱ 436,000 130 

ダイダン㈱ 204,000 121 

ギガスケーズデンキ㈱ 30,787 95 

㈱イズミ 16,330 63 

モリ工業㈱ 149,000 57 

その他(38銘柄) 564,910 385 

計 3,546,121 5,456 



【債券】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

(有価証券)   

 満期保有目的の債券   

割引金融債(１銘柄) 5 4 

興銀リースＣＰ 300 299 

三井住友銀リースＣＰ 300 299 

(投資有価証券)   

 満期保有目的の債券   

Lloyds TSB Bank plc 
ユーロ円建てインバース 
フローター債 

200 200 

Nomura Europe Finance N.V. 
(#6209)ユーロ円建て 
インバースフローター債 

300 300 

Mitsubishi UFJ Securiteis 
International plc 
ユーロ円建てCMS連動債 

100 100 

Sumitomo Mitsui Corporation 
ユーロ円建て永久劣後債 

100 100 

 その他有価証券   

Credit Lyonnais Finance 
(Guernsey) Limited 
ユーロ円建てパワー・リバー 
ス・デュアル・カレンシー債 

300 302 

Barclays Bank PLC  
ユーロ円建て為替連動債 

300 294 

Societe Generale Acceptance 
N.V. ユーロ円建てコーラブル 
為替リンク債 

100 97 

計 2,005 1,998 

種類及び銘柄 投資口数等(千口) 貸借対照表計上額(百万円) 

(有価証券)   

 その他有価証券   

投資信託受益証券   

野村ＦＦＦ 200,321 200 

三菱ＵＦＪ中国ファンド 504,053 504 

(投資有価証券)   

 その他有価証券   

投資信託受益証券   

三菱ＵＦＪ公社債投信99-12 100,000 99 

三菱ＵＦＪ公社債投信99-10 50,000 50 

日本優良株ファンド 50,000 49 

その他(６銘柄) 150,420 174 

投資事業有限責任組合   

投資事業有限責任組合出資金
(１銘柄) 

0 16 

計 1,054,795 1,094 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

３ 営業権の当期減少額は「のれん」への振替えであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 12,378 625 
287
(10)

12,716 8,670 309 4,045

 構築物 866 10 
19
(0)

856 702 22 154

 機械及び装置 1,397 ― 63 1,334 1,092 49 241

 車両及び運搬具 2 ― ― 2 2 0 0

 工具器具及び備品 2,474 148 
122
(0)

2,500 2,066 107 434

 土地 8,070 ― 
71
(56) 

7,998 ― ― 7,998

 建設仮勘定 412 559 744 227 ― ― 227

有形固定資産計 25,601 1,344 
1,309
(67)

25,636 12,533 489 13,102

無形固定資産       

 営業権 112 9 121 ― ― ― ―

 のれん ― 121 ― 121 99 23 22

 借地権 4 ― ― 4 ― ― 4

 商標権 6 1 ― 7 2 0 5

 ソフトウェア 568 188 ― 756 318 110 438

 施設利用権 7 ― ― 7 4 0 3

 電話加入権 37 ― ― 37 ― ― 37

無形固定資産計 736 320 121 935 423 135 512

長期前払費用 147 0 3 144 75 20 68

繰延資産       

 社債発行差金 5 ― ― 5 5 0 ―

繰延資産計 5 ― ― 5 5 0 ―

建物 象印パーツセンター 340百万円



【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、期首残高の洗替等によるものであります。 

２ 子会社損失引当金の当期減少額「その他」は貸倒引当金への振替によるものであります。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 375 115 25 141 322

賞与引当金 566 512 566 ― 512

役員退職慰労引当金 ― 174 ― ― 174

子会社損失引当金 27 1 ― 28 ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

預金の種類  

当座預金 4,577

普通預金 60

通知預金 3,250

大口定期預金 270

その他預金 47

計 8,205

現金 7

合計 8,213

相手先 金額(百万円)

㈱ミスターマックス 240

中山福㈱ 240

㈱デンコードー 109

イズミヤ㈱ 108

㈱ナフコ 68

その他 848

合計 1,614

期日別 金額(百万円)

１ケ月以内 533

２ケ月以内 439

３ケ月以内 517

４ケ月以内 123

合計 1,614



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

  

ロ 売掛金の滞留状況 
  

  

ハ 売掛金の回収状況 
  

  

ｄ たな卸資産 
  

  

相手先 金額(百万円)

㈱ヤマダ電機 1,555

TAI ZO CORPORATION 1,138

ZOJIRUSHI AMERICA CORPORATION 852

イオン㈱ 497

㈱コジマ 481

その他 6,865

合計 11,391

売掛金残高(百万円) 
当期発生高(Ｂ)
(百万円) 

回転率(Ｂ／Ａ)
(回) 

滞留期間(日) 
(Ａ／Ｂ×365日) 

期首 期末 期中平均(Ａ)

11,143 11,391 11,267 62,603 5.6 66

期首売掛金残高 
(百万円) 

当期発生高 
(百万円) 

合計(Ｃ)
(百万円) 

当期回収高(Ｄ)
(百万円) 

回収率(Ｄ／Ｃ×100)
(％) 

11,143 62,603 73,747 62,355 84.6

内訳 
製品 
(百万円) 

半製品
(百万円) 

原材料
(百万円) 

貯蔵品 
(百万円) 

調理製品 4,969 1 261 ―

保存製品 1,840 5 12 ―

快適環境製品 540 ― 10 ―

その他製品他 111 ― 5 45

合計 7,462 7 290 45



② 負債の部 

ａ 短期借入金 

  

  

ｂ 支払手形及び設備関係支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 400

株式会社みずほコーポレート銀行 200

株式会社三井住友銀行 200

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 200

農林中央金庫 200

日本生命保険相互会社 200

合計 1,400

支払手形 設備関係支払手形

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円) 

多田プラスチック工業㈱ 152 多田プラスチック工業㈱ 64

三和スチール工業㈱ 124 ㈱京写 2

㈱京写 56  

下田工業㈱ 36  

五洋パッケージ㈱ 33  

その他 135  

合計 540 合計 67

支払手形 設備関係支払手形

期日 金額(百万円) 期日 金額(百万円) 

１ケ月以内 144 １ケ月以内 42

２ケ月以内 197 ２ケ月以内 23

３ケ月以内 198 ３ケ月以内 1

合計 540 合計 67



ｃ 買掛金 

  

  

ｄ 社債 

  

  

ｅ 退職給付引当金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

象印ファクトリー・ジャパン㈱ 1,874

日伸工業㈱ 473

新象製造廠有限公司 436

TSANN KUEN ENTERPRISE CO.,LTD. 242

中村商事㈱ 216

その他 3,206

合計 6,450

銘柄 金額(百万円)

第18回無担保社債 2,000

第19回無担保社債 1,000

第20回無担保社債 500

第21回無担保社債 500

合計 4,000

区分 金額(百万円)

退職給付債務 14,315

未認識過去勤務債務 ―

未認識数理計算上の差異 △1,045

会計基準変更時差異の未処理額 △1,399

年金資産 △6,695

合計 5,174



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成19年２月16日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが

できない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ(http://www.zojirushi.co.jp/corp/ir/koukoku.html/) 

  

  

決算期 11月20日

定時株主総会 ２月20日まで 

基準日 11月20日

株券の種類 
1,000株券 
10,000株券 

中間配当基準日 ５月20日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
野村證券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円 

  株券登録料 １枚につき   500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
野村證券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞(注) 

株主に対する特典 
11月20日現在1,000株以上を所有する株主に対し、自社製品の優待価格による販売を
実施いたします。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
(1) 
  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第61期) 

  
自 平成16年11月21日 
至 平成17年11月20日 

  
  
平成18年２月17日 
近畿財務局長に提出。 

(2) 
  
半期報告書 
  

  
(第62期中) 

  

  
自 平成17年11月21日 
至 平成18年５月20日 

  
  
平成18年８月４日 
近畿財務局長に提出。 

(3) 
  
自己株券買付 
状況報告書 

  
報告期間 
  

  
自 平成18年８月10日 
至 平成18年８月31日 

  
  
平成18年９月13日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年２月16日

象印マホービン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている象印マ

ホービン株式会社の平成16年11月21日から平成17年11月20日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、象

印マホービン株式会社及び連結子会社の平成17年11月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  奥  井  康  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年２月16日

象印マホービン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている象印マ

ホービン株式会社の平成17年11月21日から平成18年11月20日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、象

印マホービン株式会社及び連結子会社の平成18年11月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、役員退職慰労金を従来支出時の費用として処理していたが、当連

結会計年度から内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

る。 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  奥  井  康  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年２月16日

象印マホービン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている象印マ

ホービン株式会社の平成16年11月21日から平成17年11月20日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、象印マ

ホービン株式会社の平成17年11月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  奥  井  康  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年２月16日

象印マホービン株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている象印マ

ホービン株式会社の平成17年11月21日から平成18年11月20日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、象印マ

ホービン株式会社の平成18年11月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、役員退職慰労金を従来支出時の費用として処理していたが、当事

業年度から内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  奥  井  康  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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